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１ はじめに 

「水産業の振興に関する基本的な計画（以下「水産基本計画」という）」は、平成１５年４月１日に施行された 

「みやぎ海とさかなの県民条例（平成１５年宮城県条例第４８号。以下「県民条例」という）」に掲げる基本理念の

実現に向け、本県水産業の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図る目的で策定される計画です。これま

で実施してきました第Ⅰ期計画（平成１６年度～平成２５年度）、第Ⅱ期計画（平成２６年度～令和２年度）の進

捗を踏まえ、新たな課題や近年の環境・情勢変化に対応するため、令和３年度を始期とする第Ⅲ期計画（～令和１

２年度）を策定しました。 

県民条例では、毎年度、水産業の動向及び水産業の振興に関して講じた施策を議会に報告するとともに、県民に

公表することが定められています。本書は、令和７年度の本県水産業の主な動向及び講じた施策について報告する

ものです。 

２ 水産業の振興に関する基本的な計画（第Ⅲ期）について 

（１）計画期間 

  １０年間（令和３年度～令和１２年度）  

 

（２）本県水産業の目指すべき姿 

本県における“水産業の成長産業化”を、「震災からの復旧・復興を経験した水産業者が、多様な産

業・関係者との連携や新しい技術・価値観等の導入を進め、イノベーションを創出することで、経営

環境の変化に柔軟に対応し、自然環境と調和した持続的産業として安定的に収益を上げ、地域が活性

化すること」と定義した。  

これを踏まえ、本県水産業が１０年後に目指すべき姿を“環境と調和した持続可能で活力ある水産

業の確立”とした。 

 

（３）政策推進に向けた４つの基本方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）目指すべき姿の実現を加速させる５つの重点プロジェクト 
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３ 水産基本計画における目標指標 

水産基本計画（第Ⅲ期）では、生産、流通・加工、消費それぞれに関わりの深い８項目を目標指標とし

て設定しています。目標指標の実績の推移は下表のとおりです。  

 

注）実績欄で未確定の箇所は「（おおよその公表時期）」を表示。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考

参考年 数値 R2 R3 R4 R5 R6 R7
中間
（R7）

最終
（R12）

775 718 655 922 888 843 (R9.3) 791 820

546 487 443 630 585 578 (R9.3) 546 557

229 231 212 293 303 264 (R9.3) 245 263

漁業所得/経営体 万円 349 253 281※１ 363※１ 408※１ 398※1 418※１ 457 578

新規就業者数 人/年 13 15 12 7 11 5 10 19 19

漁業所得/経営体 万円 280 286 242※１ 332※１ 400※1 355※１ (R9.3) 398 534

新規就業者数 人/年 20 25 19 11 21 19 21 24 24

億円 H30 2,327 2,270 2,391 2,586 2,661 （R8.秋以降） （R9.秋以降） 2,389 2,455

億円 H30 671 604 636 671 664 （R8.秋以降） （R9.秋以降） 690 771

消費 円
H28～

R1
31,108 31,527 29,846 27,704 27,364 27,115 （R8.9） 約33,000 約33,000

増産量 ｔ － 6,622 2,199 5,227 8,700 656 (R9.3) 1,588 3,175

生産量 ｔ 16,825 23,447 19,024 22,052 25,525 17,481 (R9.3) 18,412 20,000

増産量 ｔ － 56 160 ▲ 13 － － (R9.3) 114 227

生産量 ｔ 773 829 933 760 ND ND (R9.3) 887 1,000

造成面積 ha － － － ※２ ※２ ※２ ※２ ※２ 452 903

全体面積 ha R1調査時 868 － ※２ ※２ ※２ ※２ ※２ 1,319 1,771

ｔ － － － ※２ ※２ ※２ ※２ ※２ 1,244 2,489

％ R2 0 0 11.8 27.1 31.2 32.2 43.7

ｔ 243,248 232,296 238,291 193,559 210,269 190,833 161,761 243,248 338,006

億円 563 490 507 512 671 628 568 563 619

総合

主要５漁港の水揚量・額

水揚量
H28～

R1
水揚額

H27～
30

コンブ

藻場

CO2削減効果（対現状比）

漁港施設の長寿命化対策 100（R8時点）

世帯１人当たりの年間魚介類等の
購入額

環境
・

漁港
（防災）

産業と環境の調和に貢献する海藻養殖

の増産・藻場の造成及びCO2削減対策

海藻
養殖

ワカメ

沿岸漁船
漁業

H27～
30

養殖業

流通
・

加工

水産加工品出荷額

水産加工業付加価値額

目標

生産

漁業産出額

億円
H27～

30
海面漁業

養殖業

漁業所得及び新規就業者数

分野 目標指数 単位

現状値 実績

※１ 漁業所得（現状値）について 

沿岸漁船漁業：県内９漁港の沿岸漁業水揚金額（Ｈ２７～Ｈ３０年平均）× 所得率（０.２１） ÷ 沿岸漁業経営体数（参考：２０１８年漁業センサス） 

養殖業：主要品目の漁業産出額（Ｈ２７～Ｈ３０年平均）× 所得率（漁業共済経費率を基に算出） ÷ 沿岸漁業経営体数（参考：２０１８年漁業センサス） 

 

※２ 藻場面積について 

現状値は令和元年度に実際に調査した値を使用している。令和７年度は県内全域での藻場面積調査は実施できなかったが、「４施策の実施状況」や「重点プ

ロジェクト」に記載のとおり、藻場造成に係る取組を行った。 

   

【出典一覧】 

 （１）農林水産省「漁業産出額」 

 （２）漁業所得：宮城県「水産物水揚統計」（沿岸漁船漁業）、農林水産省「漁業産出額」（養殖業）、経営体数：２０１８年、２０２３年漁業センサス 

    新規就業者数：宮城県水産業振興課調べ 

 （３）水産加工品出荷額：経済産業省「工業統計調査」・宮城県「宮城の工業」（～Ｒ１）、令和３年経済センサス（Ｒ２）、 

総務省・経済産業省「経済構造実態調査」（Ｒ３～） 

（４）水産加工業付加価値額：経済産業省「工業統計調査」・宮城県「宮城の工業」（～Ｒ１）、令和３年経済センサス（Ｒ２）、 

総務省・経済産業省「経済構造実態調査」（Ｒ３～） 

（５）世帯１人当たりの年間魚介類等の購入額：総務省「家計調査」 

（６）ワカメ、コンブ生産量：農林水産省「漁業・養殖業生産統計」 

（７）藻場、ＣＯ２削減効果、漁港施設の長寿命化対策：宮城県調べ 

（８）主要５漁港の水揚量・額：宮城県「水産物水揚統計」 
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４ 施策の実施状況等 

 

 

 

 

 

 

 

持続的で収益性が高く、 

創造的な漁業・養殖生産体制の確立 

  

 

（施策１） 

操業コストの削減と労働環境の改善 ※主に遠洋・沖合漁業 

 

（施策２） 

資源の有効活用など収益性の高い漁業への転換 ※主に沿岸漁船漁業 

 

（施策３） 

収益性が高く環境負荷の少ない養殖生産への転換 ※養殖業 

 

  

基本方向１ 



（基本方向１・施策１ 操業コストの削減と労働環境の改善 ※主に遠洋・沖合漁業） 
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基本方向１ 持続的で収益性が高く、創造的な漁業・養殖生産体制の確立 

施策１ 操業コストの削減と労働環境の改善 ※主に遠洋・沖合漁業 

取
組
の
方
向
と
目
指
す
姿 

Ⅰ.生産性・安全性等の向上に向けた漁船・漁具等の更新 

計画的な漁船・漁具の更新により、遠洋・沖合漁業漁船の勢力維持と船齢の若返りが図られている。また、

居住性や安全性が向上し、働きやすく生産性が高い労働環境を実現している。 

Ⅱ.新技術・スマート水産業の推進 

水産業のスマート化が進み、ＩＣＴ技術等で蓄積・解析された漁場データが漁業間で有効利用されるなど、

生産性が向上している。 

Ⅲ.操業体制の見直し 

推進抵抗の少ない船体、燃油使用量を削減できる推進機関や漁具等の積極的な導入と効率的な漁場探索が

できる集団操業への転換により、操業の省エネ・省コスト化が進んでいる。 

【関連する重点プロジェクト１・５】 

主

な

取

組

内

容 

Ⅰ.生産性・安全性等の向上に向けた漁船・漁具等の更新 

Ⅱ.新技術・スマート水産業の推進 

Ⅲ.操業体制の見直し 

１ がんばる漁業復興支援事業（沖合漁業関係）  

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故等の影響を受け、操業海域の縮小などにより

漁業経営に支障を来している漁業者が、地域で策定した漁業復興計画に基づき実施する取組を支援するも

の。 

 Ｒ７実績  

○県が地域協議会の委員として参画し、計画策定に当たり支援を行った宮城県沖合底びき網地域漁業復

興プロジェクト及び宮城県近海底曵網地域漁業復興プロジェクトの漁業復興計画に基づき、福島県と

の相互入会の推進や海況等に応じた操業体制の転換により効率化を図る取組等が実施された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 燃油価格・物価高騰対策（遠洋漁業関係）  

経済産業省が国内を対象とした燃油価格高騰対策を実施する場合に、国外の港又は洋上において給油す

る県内遠洋漁船は、その恩恵を受けられないことから、県が燃料費の一部を支援することにより高騰の影

響を緩和するもの。 

 Ｒ７実績  

○対象期間：令和６年４月から令和７年３月 

○対象事業者：１９者（４２隻） 

○補助金額：１９,７２０千円 

がんばる漁業復興支援事業を活用して新造された沖合底びき網漁船 

船 



（基本方向１・施策１ 操業コストの削減と労働環境の改善 ※主に遠洋・沖合漁業） 
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３ 漁業経営改善計画  

漁業者が作成する、明確な経営目標を定めた漁業経営の改善計画について、農林水産大臣又は都道府県

知事が認定を行うもの。認定を受けた漁業者（経営改善漁業者）は、低利な設備資金、長期運転資金、短期

運転資金の融通、国の補助事業による利子助成等の支援措置を受けることができる。 

 Ｒ７実績  

○認定件数：２件（沖合底びき網漁船） 

 

４ 漁業近代化資金による漁業者等への制度融資  

漁業者等が漁船等の資本整備の高度化等を図るために漁協等の系統資金を利用した場合、その金利の一

部に利子補給を行い、漁業者等の経費負担の軽減を図るもの。 

 Ｒ７実績  

○漁業近代化資金の利用は、被災漁船、漁具等の補修等のため平成２４年度にピークを迎え、平成２５

年度以降は件数・金額ともに減少傾向で推移しているが、大震災前の平成２２年度と比較すると、令

和７年度の融資実績も金額ベースで上回る結果となった。 

○近年の傾向としては、国の水産業成長産業化沿岸地域創出事業の補助残融資等として活用されている

事例が増えており、水産業の収益性の向上等を目指す動きが見られる。 

【融資実績】                                                                    （単位：千円）   

Ｈ２２年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 

26 307,900 49 425,500 40 590,400 36 449,900 57 942,800 

（注）金額は、県が利子補給（借入金利負担軽減）することを承認した金額で記載しています。 

 

 



（基本方向１・施策２ 資源の有効活用など収益性の高い漁業への転換 ※主に沿岸漁船漁業） 
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基本方向１ 持続的で収益性が高く、創造的な漁業・養殖生産体制の確立 

施策２ 資源の有効活用など収益性の高い漁業への転換 ※主に沿岸漁船漁業 

取
組
の
方
向
と
目
指
す
姿 

Ⅰ.増加傾向にある魚種への対応と漁獲物の高付加価値化 

活け締めなどの鮮度保持技術や高品質を保てる凍結技術等の活用により、様々な市場ニーズに対応できる

体制を構築することで評価が高まり、良質な水産物を供給する産地として内外から認知されている。 

Ⅱ.漁船漁業と養殖業の組合せなど経営多角化の推進 

漁船漁業と養殖業の組合せなど多様な収入源を確保することで、特定の魚種が不漁になっても収入を確保

できる安定した漁業経営が営まれている。 

Ⅲ.資源や漁場の有効活用に向けた漁業調整と漁業許可制度等の見直し 

資源管理を行いながら、資源や海洋環境の状況に応じて漁法や漁獲対象となる魚種を転換するなど、変化に

強い漁業経営を実現している。 

Ⅳ.新技術・スマート水産業の推進 

 水産業のスマート化技術の導入により、漁労作業の軽減や漁場探索時間の削減などが進み、生産性向上が図

られているほか、燃油使用量を削減できる新しい漁船・漁具への更新を計画的に行い、省コスト化が進んでい

る。 

【関連する重点プロジェクト１・５】 

主

な

取

組

内

容 

Ⅰ.増加傾向にある魚種への対応と漁獲物の高付加価値化 

１ 新たな資源評価対象種「マダコ」の資源動向調査  

海洋環境の変化に伴い、本県の主要な沿岸漁船漁業が不漁となる中、２０１６年以降マダコの漁獲が比

較的好調であることから、資源状況や宮城県沿岸への来遊実態等、宮城県沿岸におけるマダコの生態を明

らかにするため、漁業者による試験操業や水産技術総合センターにおける精密測定を行ったもの。 

 Ｒ７実績  

 ○２０１６年から漁獲量が増加傾向で、近年の北上暖水の強勢を反映しているものと考えられた。 

・２０２５年の水揚量：３７１トン 

○漁業者による試験操業で漁獲されたマダコの精密測定により、宮城県内で初めてマダコの抱卵が確認

されるとともに、宮城県におけるマダコの産卵期が８～９月であることが明らかになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内におけるマダコ水揚量の推移 

 

 

９月に漁獲されたマダコのメス（左）と 

海中でビニールに産み付けられたマダコの卵（右） 
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２ 新たな資源の活用技術の開発・既存資源の有効利用  

冷水性魚種の水揚量が海洋環境等の変化により大幅に減少し、水産加工業者が原料不足や単価高騰に直

面しているほか、国際情勢の影響による輸入原料の確保難も相まって、新たな加工原料の確保が喫緊の課

題となっている。 

一方で、暖水性魚種の水揚量が増加しており、さらにＳＤＧｓの観点からエイ類などの低・未利用魚種も

注目されていることから、これらの加工利用を促進するための取組を実施するもの。 

 Ｒ７実績  

○エイ類の漁獲月別の一般成分・旨味成分の分析（対象魚種：アカエイ、ホシエイ） 

○アカカマスの加工工程における歩留まり測定、ヒスチジン量及びヒスタミン量の測定 

○県内水産加工企業への情報提供や新たな水産加工品の開発 

 ・第１２回東北太平洋岸の水産業と海洋研究集会で、暖水性魚種、低・未利用魚種の活用に向けた取

組について情報提供 

  ・アカエイの煮つけ、ホシエイのみりん干し等の試作を実施 

 

 

 

 

 

アカカマスの各加工工程の歩留まり測定結果 

 

 

水産技術総合センター試験研究成果発表会 

 

 

アカエイの煮つけ 

 

ホシエイのみりん干し 

 

 

加工工程
名称

ラウンド セミドレス ドレス 2枚卸し 3枚卸し

歩留まり
（％）

100 88 77 74 55

加工工程
写真

備考 丸のまま
前工程から鰓・
内蔵を除去

前工程から頭部
を除去

前工程を２枚に
卸し尾部を除去

前工程から中
骨・腹骨を除去
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Ⅱ.漁船漁業と養殖業の組合せなど経営多角化の推進 

３ 沿岸漁船漁業の不漁対策の取組  

近年の海洋環境の変化に伴い、本県沿岸では冷水性魚種を中心に水揚量の

減少が顕著となっており、漁業経営の安定化に向けて海洋環境の変化に対応

した新たな操業体制への転換が急務となっていることから、以下の取組を実

施するもの。 

 Ｒ７実績  

○令和２年度から継続的に実施している小型さんま漁船によるマイワシ

採捕の試験操業を実施 

○令和５年度に創設した宮城県漁船漁業復興完遂サポート事業により、新

たな操業体制への転換に向けた取組を支援 

①水産技術総合センター調査船による漁具漁法試験（ケンサキイカ（イカ釣り漁業））、 

漁業者への委託による試験操業（マダコ、サヨリ等） 

②操業転換に係る補助事業：１７件（６７者）、６５,５１４千円交付決定 

・漁ろう設備および漁具の整備費に対する支援 

・漁獲試験・試験操業・技術や知識の習得支援 

 

 

 

 

Ⅲ.資源や漁場の有効活用に向けた漁業調整と漁業許可制度等の見直し 

４ 海洋環境の変化に応じた漁業許可等の制度の見直し  

海洋環境や社会環境の変化により、制度内容の見直しが必要となっている漁業の許可等について、実情

に即した制度への見直しを図るもの。 

 Ｒ７実績  

○来遊状況の変化に合わせた漁業時期への見直しに必要な情報を収集するため、知事許可漁業である 

「さより機船船びき網漁業」等の試験操業を漁業者に委託して実施 

 ・さより機船船びき網漁 

  現行の操業期間１１月～３月 → １０月～４月に見直し（前後１か月の漁期拡大） 

 

 

さんま船によるマイワシ採捕 

補助により購入した漁具（ボールローラー） 補助により購入した養殖機材（煮釜） 
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Ⅳ.新技術・スマート水産業の推進 

５ 次世代漁業人材向け漁船等導入支援事業   

漁業担い手の育成及び確保を目的として、新規就業者等の独立・自営に必要な漁船・漁具のリース

方式による導入を支援するもの。 

 Ｒ７実績  

○対象者：４者（うち３者繰越） 

○補助金の交付決定額 １１１,５９６千円 

県内におけるサヨリ水揚量の推移 
魚市場に水揚げされたサヨリ 
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基本方向１ 持続的で収益性が高く、創造的な漁業・養殖生産体制の確立 

施策３ 収益性が高く環境負荷の少ない養殖生産への転換 ※養殖業 

取
組
の
方
向
と
目
指
す
姿 

Ⅰ.水産物や種苗の安定生産・確保 

新たな養殖種や系統の導入及び防疫体制の強化により、環境変化に対応した安定的な養殖生産が行われて

いる。 

Ⅱ.市場ニーズと地域特性に応じた生産による収益性の向上 

Ⅲ.新たな品種の導入と漁場の有効利用を図るための免許制度の運用 

漁場の特性を適正に把握した上で、市場ニーズに応じた特色ある高品質な養殖生産物が生産されるととも

に、意欲ある漁業者が新たな養殖品目を含め生産量を増やすなど、漁場を効率的に利用し、収益性の高い養殖

業が営まれている。 

Ⅳ.新技術・スマート水産業の推進 

Ⅴ.水産エコラベルの取得など環境負荷の少ない養殖業の推進 

 ＡＩやＩＣＴ等、先端技術の活用により生産性が向上するとともに、環境負荷の少ない養殖業の推進により

“環境配慮や資源の持続的利用において先進的な宮城の水産業”のイメージが確立し、国内外から高い評価を得

ているほか、陸上養殖が産業化され、地域ごとに特徴ある水産物が生産されるとともに、海面での水揚減少を

補い、加工原料としても活用されている。 

Ⅵ.安全・安心な生産物の供給 

国内外からの要求に応えられる貝毒やノロウイルスなどの監視体制が確立し、継続されている。 

【関連する重点プロジェクト１・４・５】 

主

な

取

組

内

容 

Ⅰ.水産物や種苗の安定生産・確保 

１ 持続可能なみやぎの養殖振興事業  

  本県の養殖業は、東日本大震災による被害からの復旧が概ね完了したが、品質向上や後継者不足といった

震災前からの課題が残っており、持続的な経営を行うためには、収益性の高い生産構造への転換が必要であ

る。 

このため、県では高品質な養殖種の安定生産体制と販売戦略の構築、収益性の高い経営実現に向けた試験

研究を行うとともに、水産エコラベル取得を目指す事業者に対し、審査費用の支援や、活カキなどの輸出に

必要な衛生証明書の発行を行うもの。 

 Ｒ７実績  

魚 種 細事業名 事業内容 

ノ リ 水温観測ブイ維持管理費 

・水温観測が重要となる育苗期に水温・塩分情報を自動で取得す

るブイを設置し、ノリ養殖業者がアプリにより情報を取得できる体

制を整備した。 

カ キ 高品質カキ生産安定化事業 

・身入りのばらつきが少なく、高品質なカキを生産するため、バス

ケットに収容したカキを養殖する取組を支援した。また、近年、へい

死が発生しているため、その状況について全県調査を行うととも

に、対策の検討を行った。 

ギンザケ 
ギンザケの高付加価値化のための技術

開発事業 

・ギンザケ養殖に大きな被害を及ぼすウイルス病 EIBS の感染履

歴の検査（令和７年度は２９の養魚場で検査）を実施し、養殖関係者

にまん延防止のための飼育管理方法を指導した。 

輸出される 

養殖業対象魚種 

（活カキなど） 

養殖生産物輸出促進事業 
・シンガポール向け活カキの輸出に必要となる衛生証明書を発行

した。 
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カキ、ホタテガイ、 

ホヤ、ノリ、ワカメ 
養殖種苗発生生育状況調査事業 

・養殖種苗の安定確保及び生産を行うため、カキ、ホタテガイ、ホヤ

種苗発生状況及びノリ、ワカメの生育状況を調査し通報を発行し

た。 

養殖業及び 

漁船漁業対象魚種 
ＡＳＣ／ＭＳＣ／ＭＥＬ漁業認証支援事業 

・南三陸町志津川湾のギンザケ MEL 認証や北上十三浜のワカメＡ

ＳＣ取得等に対し、経費の一部を支援した。 

ワカメ 高温耐性ワカメ開発事業 ・海水温上昇に対応可能な高温耐性ワカメの選抜を行った。 

イワガキ、イガイ等 新規養殖種開発事業 ・新規養殖種の探索および養殖技術の開発を行った。 

 

２ 燃油価格・物価高騰対策（養殖業関係）  

国際情勢等の影響により、養殖業で使用する燃油や飼料、資材価格が高騰し、生産者の負担が増大して

いる。このため、海面魚類養殖業者に対しては経費に占める割合の大きい配合飼料について、貝類や藻類

養殖業者に対しては共通で使用する包材について、価格高騰の影響を緩和するための支援を行うもの。 

 Ｒ７実績  

○漁業協同組合が、所属する海面魚類養殖業者の配合飼料購入量に応じて支援金を交付する取組に対し

「宮城県養殖業飼料価格高騰対策支援金」を交付 

・支援金の額：定額（対象配合飼料１ｋｇに付き４.０円以内） 

・交付決定額：２２,０３９千円 

○漁業協同組合が、所属する貝類・藻類養殖業者に対し値段を上げずに販売する共販出荷用包材の購入

費用を支援するため「宮城県養殖包材価格高騰対策事業費補助金」を交付 

・対象：令和７年２月１５日から令和８年２月１４日までに生産者に納品した養殖包材（カキ出荷用

容器、ノリ・ワカメ出荷用段ボールなど）  

・補助金額：価格高騰前漁期と価格高騰後漁期単価を比較した際の価格高騰分 

・交付決定額：１１８,６１０千円 

 

Ⅱ.市場ニーズと地域特性に応じた生産による収益性の向上 

３ がんばる養殖復興支援事業  

震災により経営に支障をきたしている地域養殖の振興を目指し、生産体制の改革等を通じた経営の安定

化や、より収益性の高い養殖生産への転換を図るなど、厳しい環境下においても持続可能な養殖経営の実現

を目指す取組に必要な経費を助成するもの。 

 Ｒ７実績  

  ○牡鹿（ギンザケ）（変更認定）、矢本（ノリ）、宮戸（ノリ）、七ヶ浜（ノリ）の漁業者による取組の

計画策定を支援。計４件の計画が認定された。 

 

４ 「伊達いわな」普及に向けた取組  

水産技術総合センター内水面水産試験場では、平成７年から高品質な肉質を持つ全雌三倍体イワナ（※）

の作出技術の開発に取り組んでおり、東日本大震災後は県内養魚場と連携して生産体制を整備し、平成  

２６年に「伊達いわな」として初出荷を迎えた。 

伊達いわなについては民間での生産体制の確立を目指し、生産技術の民間移転に係る取組を行ってきた。

令和７年度は種苗生産に必要となる機器及び施設整備等に対する補助を実施し、種苗生産や飼育のスター

トアップに向けた支援を行った。 
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※全雌三倍体イワナ 

 通常２組である染色体を３組に増やすことで不妊化したイワナで、産卵による成長停滞や身質低下がなく、２～３年で大型に育

ち、年間を通じて高品質な肉質を維持できる。 

 Ｒ７実績  

○取組実績：県内伊達いわな生産者２件 

〇交付決定額：６,６４７千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ.新たな品種の導入と漁場の有効利用を図るための免許制度の運用 

５ 海水温上昇に対応した持続的養殖探索事業  

将来的な海水温の上昇も見据えた養殖生産に関する対策を講じるほか、海洋環境の変化と水産業への影

響を取りまとめ、広く周知を図る。特に冷水性の二枚貝であるホタテガイは、本県が養殖の南限に位置し、

海水温上昇の影響を受けやすいことから、環境に適応した種苗の安定確保と高水温に対応するための体制

を早急に構築するもの。 

 Ｒ７実績  

○新規養殖種の技術開発（水産技術総合センター、気仙沼水産試験場） 

・アカモク等の養殖技術の開発 

・女川での三倍体マガキ養殖試験 

○ブルーカーボンの普及・啓発 

・「みやぎブルーカーボン・スクール２０２６」の開催 

・「ＴＯＨＯＫＵ海にいいことプロジェクトキックオフミーティング」や「環境省ブルーカーボンシンポ

ジウム」での講演、取組紹介 

○ホタテガイの地種採苗支援 

・気仙沼市大谷本吉地区、南三陸町志津川地区、南三陸町戸倉地区のホタテガイ地種生産者に対する採 

苗器用資材の貸与 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アカモクの試験養殖 水族館でのブルーカーボン・スクール 

２０２６ 

伊達いわなロゴマーク 伊達いわな握り 

三倍体マガキの試験養殖 
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６ 環境変動対応のための養殖業緊急対策事業  

近年の海水温上昇等により、本県の主要な養殖物であるホタテガイやホヤ、カキなどの生産不調が発生し

ていることから、高水温対策となる新しい養殖種や技術の導入により、環境変動に対応した生産体制の構築

を図るもの。 

 Ｒ７実績  

○新たな養殖技術、養殖種の導入検討 

・本県養殖業が環境変動へ対応するための新たな養殖技術や養殖種について、他生産県への視察によ

る知見の獲得や、水産技術総合センターにおける飼育試験等を実施した。 

○養殖業者が実施する環境変動対応への取組に対する支援 

・県内漁業協同組合及び県漁協各支所並びに養殖生産団体を対象として「宮城県養殖業環境変動対策

事業費補助金」を交付し、垂下式養殖の深下げ用ロープや漁船漁業への着業試験に必要な漁具など

の整備を支援した。 

・補助率：２／３以内（１件あたり２０,０００千円以内） 

・補助額：１７９,９５３千円（２５件、漁業者２９６人） 

     カキ養殖やギンザケ養殖の深下げ用資材、ノリ陸上採苗用冷水機、三倍体カキ種苗の導入等 

 

Ⅳ.新技術・スマート水産業の推進 

７ 松島湾内の水温塩分自動観測ブイ  

松島湾内で行われるノリの育苗期に水温塩分自動観測ブイを導入することにより、これまで乗船により

行ってきた漁場環境調査の環境測定作業の負担を軽減するとともに、専用アプリにより漁業者へリアルタ

イムの水温塩分情報を提供することで、ノリの養殖生産管理のスマート化を図るもの。 

 Ｒ７実績  

○９月から松島湾内に８台の水温塩分自動観測ブイを導入 

○水温塩分自動観測ブイの情報を漁業者等１８１人に共有、養殖通報にデータを掲載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ.水産エコラベルの取得など環境負荷の少ない養殖業の推進 

８ 陸上養殖の推進  

近年、海洋環境が変化する中で、本県主要水産物であった秋サケやサンマ等の不漁により加工原料が不足

していることなどから、水産物の安定供給体制の構築が求められている。特に安定生産が見込まれる養殖へ

の期待を背景に、水産業の成長産業化を推進するための施策として閉鎖循環式陸上養殖研究棟を整備し、循

水温塩分自動観測ブイ 水温塩分自動観測ブイ設置点 



（基本方向１・施策３ 収益性が高く環境負荷の少ない養殖生産への転換 ※養殖業） 
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環式陸上養殖に関する研究や陸上養殖技術の普及を図るとともに、導入にかかる機器費用の一部を支援す

るもの。 

 

 Ｒ７実績  

○閉鎖循環式陸上養殖研究棟を活用したギンザケやホシガレイ等の陸上養殖に係る研究・技術開発及び

普及啓発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○海面養殖、陸上養殖に関する勉強会の開催 

・外部講師を招待し、漁協職員、流通加工団体関係者、自治体職員等を対象に普及・啓発を図った。 

    （参加者：４７人） 

  ○陸上養殖システム導入支援事業費補助金 

・県内の閉鎖循環式陸上養殖のモデルとなりうる３者に補助金を交付 

・交付決定額：１００,０００千円 

 

９ 漁業者の漁業認証取得に向けた取組  

持続可能な水産資源の利用を図るため、環境や地域社会に配慮した操業を認証する水産エコラベル（ＡＳ

Ｃ、ＭＳＣ、ＭＥＬ、ＣｏＣ等）について、その取得や維持に必要な経費の一部を支援するもの。 

 Ｒ７実績  

○支援実績：気仙沼圏域１件（ワカメＡＳＣ）、石巻圏域１件（ギンザケＭＥＬ） 

○費用の支援総額：８２千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

閉鎖循環式陸上養殖研究棟の外観 内観 

宮城県内水産エコラベル取得数の推移（累積） 

漁業認証取得件数の推移 

漁
業
認
証
の
取
得
件
数 

件 



（基本方向１・施策３ 収益性が高く環境負荷の少ない養殖生産への転換 ※養殖業） 
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Ⅵ.安全・安心な生産物の供給 

１０ 養殖水産物の安全・安心の強化（有用貝類毒化・販売対策事業・ＮＶ等）  

＜貝毒対策＞ 

宮城県漁業協同組合（以下、宮城県漁協）と連携し、カキやホタテガイ等の９種類の二枚貝及びトゲクリ

ガニ、マボヤを対象に、年間検査計画に基づく貝毒検査を実施するもの。 

 

 Ｒ７実績  

○まひ性貝毒：検査８４１回、出荷自主規制措置１８件 

○下痢性貝毒：検査３９６回、出荷自主規制措置８件 

○貝毒検査結果はホームページに掲載した 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜カキのノロウイルス対策＞ 

主要養殖品目であるカキは約８割が生食用として出荷されており、ノロウイルス（ＮＶ）による食中毒へ

の対策が重要である。このため、県と宮城県漁協等の生産者団体が連携し、「生食用かきのノロウイルス対

策指針」に基づき、ＮＶの自主検査を継続して実施するもの。 

 Ｒ７実績  

○カキのむき身生産期間（９月～翌６月）において、生産者団体によるＮＶ自主検査を毎週実施し、検査

結果を公表 

・検査回数：県内海域で計５６１回（陽性率３４％） 

※検査結果が陰性の場合は生食用、陽性の場合は加熱用と、海域毎の検査結果に応じて出荷される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貝毒原因プランクトン 

（左：まひ性、右：下痢性） 

カキ 令和２～令和７年度における陽性率の推移 

年 

件 

陽
性
率 

％ 



（基本方向１ 取組事例） 
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 ホタテガイ地先種苗による地種養殖の取組支援  【施策３関連】 

石巻市北上町十三浜地区と女川町出島地区にホタテガイ地種生産

資材を貸与し、令和５年度までは地種種苗の出荷が可能な体制が構

築されていた。 

しかしながら、令和６年度まで続いた高水温の影響のほか、採苗

器内におけるヒトデの混入とフグ等による食害により令和７年度に

供給する予定であった令和６年度採苗種苗を確保できなかった。 

一方、令和７年度は令和８年度に供給する種苗を確保すべく、不

規則となっている産卵期へ対応するために早期の浮遊幼生調査及び

付着調査を支援したことで、予定数量以上の種苗が確保された。 

（水産技術総合センター 企画・普及指導チーム） 

 

松島湾カキ漁場環境調査  【施策３関連】 

令和５年度から令和７年度の３年間にわたり、松島湾に

おけるカキのへい死要因を解明するため、湾内３点、沖２

点で環境調査と養殖カキの生物測定を行った。湾内や沖漁

場の３ｍ層では８月～９月の水温が２５～３０℃を示し、

令和５年度は特に高く推移した。塩分や溶存酸素量、クロ

ロフィル a 量の測定も行ったが、へい死に影響を与えるよ

うな結果ではなかった。また、カキのへい死は多いところ

で約６割を示し、軟体部重量の平均値が大きい種苗（秋挟

みや水深の浅い上のロープ）ほどへい死率が高い傾向がみ

られた。対策としては、水温の高い夏季は、より水温の低い 

漁場や下層に垂下することが考えられた。 

 

（水産技術総合センター 第一養殖生産チーム） 

  

取組事例② 

取組事例① 

一次分散の様子 

9 月末～10 月初めにおける上下ロープのへい死 

(春は春挟み、秋は秋挟みの種苗を示す) 

Haru 

 

 

率 

 



（基本方向１ 取組事例） 
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海水温上昇を見据えたアカモクの養殖技術普及  【施策３関連】 

海水温上昇を見据えたアカモクの養殖技術普及・指導について、４月中旬から水産技術総合センターでカキ殻と

シュロ縄を用いた人工採苗及び流水管理による育苗を行ったほか、塩竈市内の漁業者に対しても、カキ殻を用いた

人工採苗及び止水管理による育苗技術を指導した。水産技術総合センター及び塩竈市内で育苗したアカモク種苗は

１０月中旬までに藻体長１～５ｃｍに成長。得られた種苗は同月下旬に気仙沼市唐桑町地先に沖出しし、試験養殖

を開始した。沖出し後、アカモクは脱落等なく順調に生長し、藻体長は３月上旬までにカキ殻種苗で平均２.５ｍ、

シュロ縄種苗で平均１.７ｍに達した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（水産技術総合センター 企画・普及指導チーム） 

 

海水温上昇を見据えたワカメ品種の開発  【施策３関連】 

近年の海水温の上昇によりワカメ養殖への影響が懸念される中、高水温に強く、生長の良い系統の作出と現場で

の実証を目的として、２種の系統（高水温耐性系統・高生長系統）を交配した種苗を用いて、試験場および地元１２

漁場にて養殖試験を実施した。高水温期の１０月中旬以降の沖出し試験では、当初栄養塩が低かったものの芽落ち

せず本養殖へ移行でき、高水温下における養殖の可能性が確認された。 

また、本養殖試験における生長調査の結果、試験場（内湾漁場）の種苗は栄養塩低下の影響で全長平均約 140cm に

とどまったものの、南三陸町歌津や石巻市十三浜などの外洋漁場では良好な生長を示す結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（水産技術総合センター 気仙沼水産試験場） 

 

 

 

取組事例④ 

アカモクの人工採苗（カキ殻基質） 

 

 

 

試験養殖中のワカメ（１月撮影） 

試験養殖中のアカモク 

 

 

 

取組事例③ 

種枠を漁場へ沖出し（１０月撮影）  



（基本方向１ 取組事例） 
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ペンダントロガーによる鉛直水温モニタリング調査  【施策３関連】 

高水温など海洋環境の変化に対応した養殖生産対策の検討に必要な基礎的データを収集するため、地域の漁

業士と連携し、石巻市荻浜（マガキ）及び同市雄勝立浜（ホタテガイ）の養殖漁場において、令和７年７月か

ら１１月にかけて上層・中層・下層にペンダントロガーを設置して鉛直水温のモニタリングを行うとともに、

マガキ及びホタテガイの水深ごとのへい死状況を確認した。 

その結果、荻浜、雄勝立浜ともに上層・中層・下層で水温に明確な差が見られ、水深が深くなるほど水温も

低下することが分かった。また、へい死状況の推移では、マガキ、ホタテガイともに上層のへい死率が高く、

特にマガキについては高水温期を過ぎた１０月以降に遅れて死亡する傾向が確認された。 

調査に使用したロガーは船上に揚げるだけで Bluetooth機能によりスマートフォンと接続し、短時間で簡易

にデータ取得が可能である。そのため、漁業者自らがロガーを導入することで、漁場環境の把握・管理体制の

構築が促進され、養殖物の安定生産に寄与することが期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（東部地方振興事務所 水産漁港部） 

 

閉鎖循環式陸上養殖研究棟における取組状況  【施策３関連】 

近年、海洋環境が変化する中で、水産物の安定供給体制の構築が求められている。水産技術総合センターでは、令

和６年度に完成した閉鎖循環式陸上養殖研究棟を活用し、サケ類（ギンザケ、イワナ）の陸上養殖生産技術の開発に

取り組んでいる。 

令和７年度は海水飼育ギンザケの淡水への逆馴致及び採卵試験や低塩分水を用いた成長試験等を実施するなど、

本県の新たな飼育手法である循環飼育により、サケ類（ギンザケ、イワナ）の卵から成魚までの養殖技術開発を行っ

た。また、新規養殖種として高単価なホシガレイの養殖試験も行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（水産技術総合センター 第二養殖生産チーム） 

取組事例⑥ 

取組事例⑤ 

ペンダントロガー（ＨＯＢＯ） 

石巻市荻浜（マガキ）調査結果 石巻市雄勝立浜（ホタテガイ）調査結果 

研究棟の内観 

 

飼育中のギンザケ幼魚 

 

ホシガレイ養殖試験 

 



（基本方向１ 取組事例） 
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有用貝類毒化監視に関する調査  【施策３関連】 

各調査点で月１～４回のプランクトン出現状況調査を行い、結果を関係機関へ情報提供した。併せて、ムラサキ

イガイ、アカザラガイ、トゲクリガニの毒量検査も実施した。 

【令和７年度におけるプランクトン出現状況調査実施状況】 

南部海域：荻浜３４回 

中部海域：塚浜３４回 

北部海域：気仙沼湾３６回、唐桑半島東部２２回、志津川湾４回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（水産技術総合センター 環境資源チーム、気仙沼水産試験場） 

取組事例⑦ 

下痢性貝毒プランクトン(D.fortii） 塚浜における下痢性貝毒プランクトンの推移 



（基本方向１ 目標指標に対する実績） 
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目標指標に対する実績 

 

目標指標 単位 
現状値 

（H３０時点） 
今回の実績値 

目標（達成率） 

中間（Ｒ７） 最終（Ｒ１２） 

海面漁業産出額 

億円 

546 
5７８ 
（Ｒ６） 

546 
（10５.９％） 

557 
（10３.８％） 

養殖漁業産出額 229 
２６４ 
（Ｒ６） 

245 
（1０７.８%） 

263 
（1００.４%） 

沿岸漁船漁業所得 

万円 

349 
４１８ 
（Ｒ7） 

457 
（９１.５％） 

578 
（７２.３％） 

養殖漁業所得 280 
３５５ 
（Ｒ６） 

398 
（８９.２％） 

534 
（６６.５％） 

 

１ 漁業産出額 

◆海面漁業（漁船漁業）の産出額は、令和６年の実績値が５７８億

円と、中間目標値の５４６億円を上回っている。 

◆一方で、不漁等による魚価高の影響が大きいことから、生産量の

確保と算出額の維持・増大を両立していくことが必要である。 

◆養殖業については、海洋環境の変化、特に令和５年、６年の高水

温の影響による生育不良等が発生しており、産出額は、令和６年

の実績が２６４億円と、中間目標値の２４５億円を上回ったもの

の、前年（Ｒ５：３０３億円）を下回っている。 

 

 

２ 漁業所得 

◆漁業所得について、沿岸漁船漁業においては、水産基本計画策定

以降、増加傾向にあるものの、令和７年の実績値４１８万円は、

中間目標値４５７万円の９１％となっている。 

◆養殖業においては、令和６年の実績値は３５５万円と、中間目標

値３９８万円を下回っている。高水温の影響により生産量が大き

く減少したため、所得額についても減少したものと考えられる。 

◆海洋環境の変化に対応した養殖生産体制の構築が必要である。 
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社会・経済環境の変化に対応できる 

流通・加工業の体制構築と水産物の販売力強化 

  

 

（施策４） 

水産加工業者等の経営安定化 

 

（施策５） 

国内・海外への積極的な販路の開拓 

 

（施策６） 

地域で稼ぐ力の強化 

 

（施策７） 

水産都市の活力強化 

  

基本方向２ 



（基本方向２・施策４ 水産加工業者等の経営安定化） 
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基本方向２ 社会・経済環境の変化に対応できる流通・加工業の体制構築と水産物の販売力強化 

施策４ 水産加工業者等の経営安定化 

取
組
の
方
向
と
目
指
す
姿 

Ⅰ.施設復旧した水産加工業者の経営改善 

水産加工業者が、経営環境の変化を踏まえ、製造品目や原料の転換・多様化、人材の確保・育成、他事業

者との連携等によって経営を安定・発展させていく具体的なビジョンを持ち、制度資金や各種補助事業等も

有効に活用して、その実現に取り組んでいる。 

Ⅱ.生産性の向上 

水産加工業者が、「カイゼン」等に継続的に取り組むことで生産性を向上させるとともに、本県の漁業・

水産加工業が持つ優位性を活かして販路拡大に向けたビジネスモデルを策定し、国内外における競争力を強

化している。 

Ⅲ.新技術・スマート水産業の推進 

水産物加工・流通の自動化・省力化を可能とする水産業のスマート化技術の導入等により、人材確保が難

しい状況下においても安定的に生産を継続できる体制が構築されている。 

【関連する重点プロジェクト１・５】 

主

な

取

組

内

容 

Ⅰ.施設復旧した水産加工業者の経営改善 

１ 「中小企業等グループ施設等復旧整備事業」を活用した水産加工業の復旧  

東日本大震災及び令和４年福島県沖地震により被災した、中小企業者等が所有する施設又は設備の復旧

整備に要する経費の一部を支援するもの。 

 Ｒ７実績  

○補助金確定額（Ｒ７分）：７７,２３５千円 

① 東日本大震災に係るグループ補助金 ２件 

② 令和４年福島県沖地震に係るグループ補助金 １件 

 

【令和７年度末までの実績累計】 

① 東日本大震災に係るグループ補助金 

圏 域 認定グループ数 交付決定事業者数 
完了事業者数 

（廃止・取消含む） 

気仙沼・本吉 １２グループ ２０８者 ２０８者 

石 巻 ５１グループ ６０９者 ６０９者 

仙 台 ２５グループ １６３者 １６３者 

計 ８８グループ 
９８０者 

（うち廃止・取消：７０者） 

９８０者 

（事業完了者：９１０者） 

 

② 令和４年福島県沖地震に係るグループ補助金 

圏 域 認定グループ数 交付決定事業者数 
完了事業者数 

（廃止・取消含む） 

気仙沼・本吉 １グループ ７者 ７者 

石 巻 ６グループ １７者 １７者 

仙 台 ６グループ １６者 １６者 

計 １３グループ ４０者 ４０者 

 

 



（基本方向２・施策４ 水産加工業者等の経営安定化） 

23 

 

２ 女性が活躍できる企業体制づくり  

水産加工業は、商品企画やマーケティング・対外交渉など、より活発に女性が活躍する職場として期待

されているが、自助努力によって短期間に改善を進めるのは困難であることから、伴走型支援を行い、女

性が働きやすい職場づくりを推進するもの。 

 Ｒ７実績  

○企業に対して専門家を派遣し、経営理念の策定、新入社員を対象としたエンゲージメントサーベイの

実施、アセスメント等実施の提案等を支援（支援企業：水産加工業者３社） 

○女性活躍の取り組み事例や必要性に関するセミナーを１回、経営層・従業員向けスキルアップセミ

ナーを５回開催（水産加工業者延べ１６社参加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 水産加工業者の経営課題解決に向けた取組  

＜水産加工業経営課題解決サポート事業＞ 

本県水産加工業は、施設・設備の復旧が完了した一方で、この１５年の様々な環境変化等により事業者

間の復興・成長格差はより顕著となっている。このことから、企業訪問等により事業者の現状を把握し、

事業者が抱える多様な課題に対して関係機関と連携した支援を行うもの。 

 Ｒ７実績  

○各地方振興事務所水産漁港部と連携して県内水産関連企業を訪問し、経営課題等を聞き取り、課題解

決に向けて活用可能な支援施策等の提案を行った。 

・訪問件数：６０件 

 

＜水産加工業ワンストップ相談窓口＞ 

水産加工業に関する相談に一元的に対応するため、令和２年度から「ワンストップ相談窓口」を設置し

ており、事業者からの相談に対し、国や県等関係部署と連携して対応するとともに、内容に応じて各種補

助事業等の情報提供を行うもの。 

 Ｒ７実績  

○相談件数：５件（商品開発、原料調達、輸出等に関する相談） 

 

４ 食品製造業経営力強化サポート事業  

コロナ禍以降の長引く物価高騰や食のマーケットの多様化の影響により経営が悪化している食品製造

業者等の経営改善に向けて、アドバイザー又は専門家を派遣し、課題の洗い出しから事業の再構築に向け

た活動の実施までの一連のサポートを実施するとともに、事業の再構築に向けた活動費の一部補助を行う

もの。 

支援企業への専門家派遣 セミナーチラシ 
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 Ｒ７実績  

○伴走支援型：９者へ専門家を派遣（うち８者の経営改善活動に係る経費を一部補助） 

○補助実績：３,６８９千円 

○スポット支援型：５者へ専門家を派遣 

○食材王国みやぎフードビジネス塾：７回開催、参加事業者１０者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ.生産性の向上 

Ⅲ.新技術・スマート水産業の推進 

５ 水産加工業者に対する技術的支援の取組  

水産加工公開実験棟に整備した各種加工機器類を活用し、新商品開発や既存商品改良等の技術支援、加

工技術に関する相談への対応等を通して県内の水産加工業者等を支援するもの。 

 Ｒ７実績  

 ○加工相談実績：５０件（低・未利用魚種の活用、加工技術、機器等） 

○施設利用実績：１１９件（利用加工機器：延べ１４０台、１７種類） 

・利用回数の多い加工機器：レトルト殺菌装置（９７回）、スチームコンベンションオーブン（７回）等 

○ホームページやインスタグラムでの情報発信 

・技術支援により商品化された事例や試作した加工品のレシピ、公開実験棟設備を活用した加工事

例等を紹介 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水産加工公開実験棟 

 

インスタグラムでのＰＲ 

 

専門家派遣の様子 フードビジネス塾の様子 
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基本方向２ 社会・経済環境の変化に対応できる流通・加工業の体制構築と水産物の販売力強化 

施策５ 国内・海外への積極的な販路の開拓 

取
組
の
方
向
と
目
指
す
姿 

Ⅰ.多様化するニーズに対応した売れる商品づくり 

水産加工業者・漁業者・流通業者の連携が強化され、原料の動向や市場ニーズの変化に柔軟に対応し、県内

企業の技術を活かした付加価値の高い商品が積極的に開発・販売されている。 

Ⅱ.新型コロナウイルス感染症の流行等、社会情勢変化を踏まえた販路の定着・拡大 

水産加工業者が対面のみならず、オンライン商談での販路開拓やｗｅｂ販売サイトの活用など、多様な手法

を活用し、社会情勢が変化する中でも積極的な販売活動が行われている。 

Ⅲ.輸出の推進 

これまでは困難であった海外市場の動向把握や輸出手続を効率的に実施できる環境が整うことで、多くの

水産加工業者が輸出による販路拡大に取り組んでおり、県産水産物の輸出が増大しているほか、ＨＡＣＣＰ取

得等による衛生管理の高度化や多様な食文化への対応の取組が進み、衛生基準が厳しいＥＵやハラール対応

が必要となるイスラム圏などの新たな市場へも水産物を輸出できる企業が増加している。 

【関連する重点プロジェクト２・５】 

主

な

取

組

内

容 

Ⅰ.多様化するニーズに対応した売れる商品づくり 

１ 第５０回宮城県水産加工品品評会の開催  

水産物需要の多様化に対応した加工品の開発や品質向上の促進を図り、本県水産加工業の振興に資する

ことを目的に水産加工品品評会を開催するもの。 

 Ｒ７実績  

○第５０回宮城県水産加工品品評会の開催 

・開 催 日：令和８年１月２０日（火） 

・開催場所：石巻市水産総合振興センター（石巻市魚町２丁目１２－３） 

・主 催：宮城県水産加工業協同組合連合会、宮城県水産加工研究団体連合会、宮城県 

○主な受賞品 

【農林水産大臣賞 １点】 

 

 

            

 

 

 

 

【水産庁長官賞 ３点】 

 

 

 

 

 

 

 

 

出品物：金華銀鮭本仕込粕漬 

出品者：株式会社ヤマサコウショウ（石巻市） 

出品者コメント： 

地元石巻を代表する酒蔵の銘酒の酒粕を使用し、弊社独

自の配合で漬け込みました。魚の旨み、酒粕の旨みを最大

限に引き出した商品です。 

お好み揚げかまぼこ 
（株式会社髙政(女川町)） 

ほや酔明包みチー 
（水月堂物産株式会社(石巻市)） 

海バタームール貝 Pate 
（株式会社ヤマウチ(南三陸町)） 
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【宮城県知事賞 ３点】 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ みやぎの食材バリューチェーン展開プロジェクト（食材王国みやぎ喜ばれる商品づくり支援事業）  

県内農林水産物の一次加工や事業者間連携の促進、マーケティングに基づく商品開発から販路開拓まで

を支援し、食産業の付加価値向上を図ることにより、「食材王国みやぎ」としての食のバリューチェーンの

展開を推進するもの。 

 Ｒ７実績  

○県内の食品製造業者が行う地域の食材等を活用した商品開発

や食品廃棄物の削減に資する取組を支援 

①選ばれる商品づくり事業費補助金 

 ・交付事業者：７者（１３商品）  

・補助実績：５,５３７千円 

 

②持続可能社会に向けた商品づくり支援事業費補助金 

 ・交付事業者：７者（１５商品） 

・補助実績：６,０２５千円 

 

③気候変動に対応した商品づくり事業費補助金 

・交付事業者：２者（８商品） 

・補 助 実 績：５,５６８千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホヤ・デ・アヒージョ 

（丸栄水産工業株式会社(南三陸町)） 
メカジキのハーモニカ 
～気仙沼の漁師めし～ 

（株式会社かねせん(気仙沼市)） 

 

［冷凍］ミンク鯨赤肉 

（株式会社鮎川捕鯨(石巻市)） 
 

老舗海鮮本舗の牡蠣キムチ、 
宮城県産牡蠣の贅沢２種鍋セット 

おかず牡蠣、牡蠣の潮煮業務用、 

炙り牡蠣旨塩にんにく仕立て 

寒流のりめかぶ生姜風味、寒流のりもずく生姜入り三杯酢、 
寒流のりねば、寒流のりわかめ胡麻ラー油、 

寒流のりいか明太子 
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Ⅱ.新型コロナウイルス感染症の流行等、社会情勢変化を踏まえた販路の定着・拡大 

３ 魚市場・水産加工業者等への支援  

産地魚市場における水揚げ強化・業務改善等の取組を支援するとともに、県内の水産加工業者の販路拡

大を支援するため、大規模展示商談会への出展支援などを実施するもの。 

 Ｒ７実績  

○水揚げ強化の取組支援（漁船誘致活動への助成等） 

○「ジャパン・インターナショナル・シーフードショー（東京）」へ宮城ブースの出展（１６事業者） 

○「シーフードショー大阪」へ宮城ブースの出展（８事業者） 

○県内水産加工業者を対象に流通量や売上回復・拡大に向けた商品開発や販路開拓の支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 県産主要水産物販路開拓事業の取組  

東日本大震災や福島第一原子力発電所の処理水放出等の影響を緩和するため、県産水産物・水産加工品

の県外での販路開拓や消費拡大に向けた取組を実施するもの。 

 Ｒ７実績  

○北関東の量販店や飲食店におけるフェア開催 

フェア等 実施事業者名 実施店舗数 開催期間 

量販店 ベイシア 
群馬県３０、千葉県２３、埼玉県１９、栃木県１１、 

その他３９ 
２／１１～１７ 

飲食店 ２３事業者 茨城県８、群馬県５、埼玉県５、千葉県４、栃木県１ ２／１～２８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ジャパン・インターナショナル・シーフードショー シーフードショー大阪 

量販店フェアの様子 
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○九州の百貨店におけるフェア開催 

フェア等 実施事業者名 実施店舗数 開催期間 

百貨店 大丸 福岡県１ １１／１９～２５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 「食材王国みやぎ」魅力発信プロジェクト事業（水産物のＰＲ・販売促進）  

各種情報媒体等を活用した県産水産物のＰＲや、首都圏のホテルや小売店等が開催する県産食材を扱っ

たフェアにおいて、県産水産物を紹介及び販売する取組を行うもの。 

 Ｒ７実績  

○食材フェアを通じた水産物のＰＲ 

 ・首都圏のバイヤーや料理人、小売店を招待した生産地ツアーの実施 

 ・首都圏等の飲食店や小売店での「宮城フェア」の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ みやぎの食材バリューチェーン展開プロジェクト（商談機会創出事業）  

県内農林水産物の一次加工や事業者間連携の促進、マーケティングに基づく商品開発から販路開拓まで

を支援し、食産業の付加価値向上を図ることにより、「食材王国みやぎ」としての食のバリューチェーンの

展開を推進するもの。 

 Ｒ７実績  

○県内の食品製造業者が行う、県内外への販路拡大に向けた取組を支援した。 

①おいしい山形・食材王国みやぎビジネス商談会の開催 

  ・納入業者９０者（うち県内事業者５５者）、仕入業者７２者が参加 

②第６０回スーパーマーケット・トレードショー２０２６への出展 

 ・参加事業者：県内事業者３０者 

生産現場等への招へい 首都圏の飲食店における宮城フェア 

百貨店フェアの様子 
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Ⅲ.輸出の推進 

７ 県水産物の輸出促進（ホヤ・カキの海外プロモーション）  

東日本大震災の影響を受けたホヤ・カキについて、現地飲食店でのプロモーション等により、海外需要の

増加を図る。なお、より効果的な事業展開を図るため、ホヤ・カキと併せて県産水産物の商品提案や商談を

行うことにより、取引品目や輸出量の拡大を目指す。 

併せて、在外県人会の存在など歴史的に縁があり、市場開放度の高さや日本食の浸透度などの面で優位

性があり、かつ親日的なメキシコを中心に、新たな販路を目指す。 

 Ｒ７実績  

○ホヤ・カキの海外プロモーション 

・６か国・地域（台湾、マレーシア、シンガポール、タイ、ベトナム、香港）のバイヤー１９名を招 

 聘し、展示商談会や産地視察等を実施。 

・ホヤ・カキ商談会の開催（ベトナム・タイ） 

・現地飲食店におけるフェアの実施（ベトナム、シンガポール、マレーシア、タイ、台湾） 

・生産者との現地マーケット視察の実施 

・宮城県産カキ輸出拡大に向けた生産・加工・販売に係る意見交換会の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

○新市場の開拓（メキシコ） 

・県内事業者を対象としたセミナーの開催 

・県内事業者とメキシコバイヤーとの商談会の実施 

・メキシコバイヤーの産地視察の実施 

・現地小売店舗での宮城県産品フェアの実施 

 ・現地でのバイヤー向けメニュー提案・試食商談会の実施 

 

 

 

おいしい山形・食材王国みやぎビジネス商談会 スーパーマーケット・トレードショー２０２６ 

ホヤ・カキ商談会 ベトナムの飲食店におけるフェア カキ輸出拡大に向けた意見交換会 
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８ 殻付きカキの輸出証明書発行  

日本国内の人口減少等に伴い国内市場が縮小する一方で、海外市場における水産物のニーズは高まって

おり、本県養殖業の成長産業化を図るため輸出を推進するもの。 

 Ｒ７実績  

○シンガポール向け殻付きカキ輸出証明発行件数：１３件 

 

 

 

バイヤーとの商談会 

試食商談会 小売店でのフェア 



（基本方向２・施策６ 地域で稼ぐ力の強化） 
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基本方向２ 社会・経済環境の変化に対応できる流通・加工業の体制構築と水産物の販売力強化 

施策６ 地域で稼ぐ力の強化 

取
組
の
方
向
と
目
指
す
姿 

Ⅰ.事業者間連携の推進 

地域内外の水産加工業者等が連携し、各者が有する技術や設備を有効に活用して、経営環境が変化する中で

も効率的に原料調達・生産・販売等を行い、前浜に水揚される水産物に付加価値を付けて販売できる体制が構

築されている。 

Ⅱ.ブランド力の向上 

地域において水産業に関わる様々な主体が連携し、水産エコラベルの取得なども活用して他産地との差別

化により消費者に選ばれる水産物・加工品の生産・加工・販売に取り組み、付加価値が高く、県産水産物のイ

メージと認知度向上に寄与するブランドが生み出されている。 

Ⅲ.安全・安心な生産物の供給 

地域の人々が原産地や品質を重視する価値観を持ち、地域全体で高品質な県産ブランドの魅力を発信して

いる。 

【関連する重点プロジェクト２・５】 

主

な

取

組

内

容 

Ⅰ.事業者間連携の推進 

１ 水産業連携活動促進事業  

複数の県内水産加工業者等によるグループの情報交換や経営研究、商品開発等の取組に対し、専門家を

派遣して指導・助言を行い、個社単独では解決が難しい経営課題の解決を支援するとともに、専門家の指導

により行った活動の一部経費を支援するもの。 

 Ｒ７実績  

○専門家派遣：１グループを対象に計４回派遣 

○補助実績：５０２千円 

   ・塩竈の水産加工業者が連携した「塩竈練味おでん」の 

商品開発を支援 

 

 

Ⅱ.ブランド力の向上 

２ みやぎ水産の日の取組  

県産水産物の認知度向上・消費拡大に向け、みやぎ水産の日（毎月第３水曜日）を中心として、量販店等

と連携したＰＲ活動を行うもの。（平成２６年１１月：「みやぎ水産の日」制定） 

 Ｒ７実績  

○メディアの活用によるＰＲ 

 ・各種メディアを活用し、消費者に対して県産水産物のＰＲ 

 ・ＷＥＢ：「みやぎ水産の日」の取組について、ホームページに掲載 

 ・ＳＮＳ：インスタグラム、フェイスブック等での県産水産物の情報発信 

○「みやぎ水産の日」の普及活動 

・水産加工品ＰＲ販売会「みやぎ水産の日まつり」の開催 

・魚食普及を図る「海の幸料理教室」：開催回数１２回 

・県庁１階ロビーでの販売会：６回実施 

・県庁１８階県政広報展示室企画展「みやぎお魚パーク２０２５」の開催：２０日間 

 

申請団体への専門家派遣 



（基本方向２・施策６ 地域で稼ぐ力の強化） 
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Ⅲ.安全・安心な生産物の供給 

３ 水産物における放射能対策  

国は食品中の放射性物質について、より一層の安全性確保と長期的対策の必要性から、規制値を５００

Ｂｑ／ｋｇから１００Ｂｑ／ｋｇへと引き下げた。これに伴い、県では、平成２４年３月２３日に水産関係

団体（２３団体）による「宮城県水産物放射能対策連絡会議」を設立した。本県海域を７つに区分し、本県

の主要水産物などを対象とした検査計画に基づき、ゲルマニウム半導体検出器（水産技術総合センター）、

簡易測定器（魚市場などに貸与）により毎週検査することで、本県水産物の安全性を確保するもの。 

 Ｒ７実績  

○１１,３１６件の検査を実施し、全て不検出又は規制値以下となった 

・ゲルマニウム半導体検出器：４,１０６検体 ※水産庁及び宮城県漁業協同組合検査分を含む 

・簡易測定器：７,２１０検体 

○一部の内水面魚種（ヤマメ、イワナ、ウグイ）において、６河川の一部で出荷制限が継続中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ゲルマニウム半導体検出器（精密検査用） 

みやぎお魚パーク２０２５ みやぎ水産の日まつり 

ＮａＩシンチレーション検出器（簡易検査用） 



（基本方向２・施策７ 水産都市の活力強化） 
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基本方向２ 社会・経済環境の変化に対応できる流通・加工業の体制構築と水産物の販売力強化 

施策７ 水産都市の活力強化 

取
組
の
方
向
と
目
指
す
姿 

Ⅰ.安定的な原料確保 

全国の漁船が、本県の主要５漁港を水揚・補給・整備拠点として利用し、様々な魚種を活発に水揚している

ほか、魚市場の受入機能が拡大するとともに、市場運営事業者の経営安定が図られている。 

また、県内水産加工業者をはじめとした関連産業が、水揚に応じて多種多様な原料を活用できる生産体制を

構築している。 

Ⅱ.生産・魚市場・加工業者まで一貫した衛生管理体制の構築 

生産・魚市場・加工業者まで一貫した衛生管理体制が構築され、水産都市全体で消費者ニーズに対応した商

品づくりが可能となっているとともに、市場が拡大している海外への輸出も活発化している。 

【関連する重点プロジェクト２・５】 

主

な

取

組

内

容 

Ⅰ.安定的な原料確保 

１ 大水深岸壁の整備による水産物受入れ機能の強化  

漁船の大型化に対応した大水深の岸壁整備及び航路・泊地の増深を行うとともに、陸揚岸壁については、

災害直後の緊急物資や避難者の海上輸送、災害発生時の水産業の早期再開を図るため、耐震強化岸壁とし

て整備するもの。（事業期間：令和５年度～令和９年度予定） 

 Ｒ７実績  

○事業実施：岸壁整備工事（地盤改良）一式 

○交付決定額：６０９,９９０千円（国費：Ｒ７現年・Ｒ６明許） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ.生産・魚市場・加工業者まで一貫した衛生管理体制の構築 

２ 専門家派遣による衛生管理の高度化支援  

公益財団法人みやぎ産業振興機構の「専門家派遣事 

業」を活用し、水産加工業者に求められる一般的な衛生

管理の取組のほか、ＨＡＣＣＰ認証取得に向けた対応等

について、専門家による指導・助言を行うもの。 

 Ｒ７実績  

○専門家派遣：１社を対象に実施 

 

 

気仙沼漁港大水深岸壁 完成予想図 

衛生管理に関する勉強会 

 



（基本方向２ 取組事例） 

 

34 

 

 カイゼンの導入等による生産工程の見直し  【施策４関連】 

 水産加工業者が生産現場で抱える人手不足や労働環境の改善等の課題

に対応するため、「専門家派遣事業」を活用し、６社に対して専門家によ

る指導・助言を延べ３６回実施した。 

さらに、専門家と委託契約を結び、集中的な支援を行う「生産性改善

支援事業」を３社に実施した。また、トヨタ自動車東日本株式会社・宮

城県・みやぎ産業振興機構が連携し、水産加工業者のものづくりの現場

にカイゼンの取組を広める「異業種相互研鑽活動」を２社で実施した。 

 

 

（公益財団法人 みやぎ産業振興機構） 

 

 専門家派遣による商品開発支援  【施策５関連】 

 水揚げされる魚種の変化や消費者ニーズが多様化する中で、魅力

ある水産加工品の開発を支援するため、「専門家派遣事業」を活用

し、４社に対して専門家による指導・助言を延べ２２回実施した。 

加えて、より集中的な支援として、専門家と委託契約を結び、新

たな戦略に取組む企業を支援する「新戦略導入支援事業」を活用し

た商品開発を２社に対して実施した。 

 

 

（公益財団法人 みやぎ産業振興機構） 

 

みやぎ水産の日の取組（仙台管内）  【施策６関連】 

みやぎ水産の日と連携して開催されている宮城県漁業協同組合塩釜地区支所主催の「塩釜水産物直売会」、七ヶ

浜支所主催の「漁協の夕市」、同仙南支所（亘理）主催の「亘理荒浜水産物直売会」などにおいて地元水産物のＰＲ

を行うなど購買意欲の促進を図った。 

水産漁港部のホームページに仙台湾・地域のおすすめ食材カレンダー・みやぎ水産の日だより（仙台管内版）を

掲載し、毎月のイベント概要を紹介した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（仙台地方振興事務所 水産漁港部） 

取組事例① 

取組事例② 

取組事例③ 

低利用魚の加工現場確認 

 

生産現場における業務・課題の洗い出し 

「塩釜水産物直売会」の様子 「漁協の夕市」で販売されたマダイ 

 



（基本方向２ 取組事例） 
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みやぎ水産の日の取組（東部管内）  【施策６関連】 

石巻地域では、毎月第３水曜日の「みやぎ水産の日」に併せて、石巻合庁１階で「地域のちいさな販売会」を実施

している。これまで水産漁港部単独主催で行っていたものを、令和７年度から、地方振興部、農業振興部、水産漁港

部、林業振興部の４つの部が共同で主催、水産物に限らず石巻地域全体の魅力を発信する販売会としてバージョン

アップした。 

令和７年度は、９回（４、８、３月を除く）開催しており、全体で４００万円ほど（うち水産関係は２３０万円ほ

ど）の売上となっている。 

また、庁内の職員を対象に、シジミ等の斡旋販売を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（東部地方振興事務所 水産漁港部） 

 

みやぎ水産の日の取組（気仙沼管内）  【施策６関連】 

みやぎ水産の日テーマ食材について、初心者にも親しみやすい形で管内のおすすめ食材を紹介する「気仙沼水産

漁港部だより」を作成し、地元紙やホームページへの掲載などＰＲ活動を行った。 

水産加工品の販売促進として、「みやぎ水産の日」または「地場産品生産者応援の日」の週にあわせて、気仙沼

合同庁舎にて管内水産加工業者等が出品する直売会を合計５回開催（８事業者：売上約３９１千円）したほか、庁

舎内職員向けに斡旋販売を合計２回（延べ３事業者：売上約６６５千円）実施した。 

また、株式会社イトーヨーカ堂、気仙沼市、南三陸町と共催で水産加工品の販売促進会（物産フェア）を１回開

催（１３事業者：売上約２,４４０千円）し、気仙沼管内の水産加工品の首都圏への販路確保・拡大に取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（気仙沼地方振興事務所 水産漁港部） 

 

取組事例④ 

みやぎ水産の日展示販売会の様子 

 

気仙沼合同庁舎１階ロビー直売会 

取組事例⑤ 

イトーヨーカドー木場店物産フェア 



（基本方向２ 目標指標に対する実績） 

36 

 

目標指標に対する実績 

 

目標指標 単位 
現状値 

（H３０時点） 
今回の実績値 

目標（達成率） 

中間（Ｒ７） 最終（Ｒ１２） 

水産加工品出荷額 

億円 

2,327 
2,６６１ 

（Ｒ５） 

2,389 
（1１１.４％） 

2,455 
（10８.４％） 

水産加工品付加価値額 671 
６６４ 
（Ｒ５） 

690 
（９６.2%） 

771 
（8６.１%） 

世帯一人当たりの 
年間魚介類等の購入額 

円 31,108 
27,115 

（Ｒ６） 
約 33,000 

（82.2％） 
約 33,000 

（82.2％） 

 

１ 水産加工品出荷額及び水産加工品付加価値額 

◆水産加工品出荷額は、水産基本計画策定以降、増加傾向にあり、令和

５年の実績値は２,６６１億円と、中間目標値の２,３８９億円を上

回っている。 

◆水産加工業付加価値額についても増加傾向にあるが、令和５年の実

績値は６６４億円と、中間目標値の６９０億円の９６％となってい

る。 

◆原材料費や電気料金等の高騰・高止まり等により製造コストが増加

している一方で、販売価格への転嫁が追いついていないものと考え

られる。 

◆付加価値が高く、消費者に選ばれる商品づくりや、販路の定着・拡大

に向けた取組が必要である。 

 

 

２ 世帯一人当たりの年間魚介類等の購入額 

◆仙台市における世帯１人当たりの年間魚介類等の購入額は、   

Ｈ２５、Ｈ２６、Ｒ１に全国第１位となったものの、水産基本計画

策定以降は減少傾向にあり、令和６年の実績値は約２万７千円（全

国２３位）と、中間目標値の３万３千円を大きく下回っている。 

◆県産水産物の調理法や魅力を積極的に情報発信するなど、魚食普

及の取組を一層推進していく必要がある。 
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 基本方向３  

 

将来にわたって持続する 

活力ある漁業地域とそれを支える人づくり 

  

 

（施策８） 

防災機能の強化と新たな視点での漁港等の利活用 

 

（施策９） 

自然環境や地域資源を活かした漁村地域の活性化  

 

（施策１０） 

新規就業者・担い手の確保・育成、地域をけん引するリーダーの育成、地域における女性の活躍 

 

（施策１１） 

持続可能な強い経営体への移行と経営の高度化 

  



（基本方向３・施策８ 防災機能の強化と新たな視点での漁港等の利活用） 
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基本方向３ 将来にわたって持続する活力ある漁業地域とそれを支える人づくり 

施策８ 防災機能の強化と新たな視点での漁港等の利活用 

取
組
の
方
向
と
目
指
す
姿 

Ⅰ.安全な地域づくり 

大規模災害に対して防災・減災機能を備えた施設整備が着実に進むとともに、地域全体で防災意識が共有さ

れ、災害発生時の円滑な避難や漁業活動の早期再開ができる体制が整っている。また、漁港施設や海岸保全施

設の維持管理・更新の低コスト化や水門開閉などの運用面の省力化が図られ、人口減少や超高齢社会において

も安全性と信頼性が確保されている。悪質巧妙化する密漁に対して十分な対策が講じられ、ウニやアワビ、ナ

マコ等の有用資源が守られている。 

Ⅱ.漁港等の利活用の推進 

整備された漁港施設等が水揚のみにとどまらない新しい視点で地域内外の人々に有効に活用され、地域の

活性化に寄与しているほか、地域間連携の推進のもと、漁港施設の広域利用や近隣漁港との機能分担、漁場の

有効利用が実現し、地域の活力が維持されている。 

【関連する重点プロジェクト３・５】 

主

な

取

組

内

容 

Ⅰ.安全な地域づくり 

１ 漁港海岸防潮堤の整備  

東日本大震災による津波被害を踏まえ、県内海岸を２

２のユニットに分割し、津波到達のシミュレーションに

基づいて各ユニットの計画高を設定のうえ、比較的頻度

の高い津波（レベル１）や高潮に対応可能な海岸防潮堤を

整備し、人命・財産の保護、地域経済の安定化、効率的な

生産拠点の確保を図るもの。 

 Ｒ７実績  

○令和７年度末までに、１４５か所中、１４２か所の工事が完成（９７.９％） 

管 理 
復旧・復興 

箇所/延長 

工事着手 
完 成 

（箇所ベース） 

完 成 

（実延長ベース） 

箇所/延長 率 箇所/延長 率 実延長 率 

県 

５８か所 ５８か所 １００％ ５6 か所 ９6.6％ 

４３.9km  ９9.5％ 

４４.１km  ４４.１km １００％ ４1.7km ９4.6％ 

市 町 

８７か所 ８７か所 １００％ ８６か所 ９８.９％ 

３４.５km  ９９.９％ 

３４.５km  ３４.５km  １００％ ３４.３km ９９.４％ 

合 計 

１４５か所 １４５か所 １００％ １４2 か所 ９７.9％ 

７８.4km  ９９.7％ 

７８.６km ７８.６km １００％ 76.0km  ９6.7％ 

 

 

２ 漁港施設の機能強化、長寿命化対策  

荒天時など防波堤の越波及び漁港内に浸入する波により、荷揚げ作業等に支障をきたしていることから

安全確保のため防波堤の機能強化を行うもの。 

水産物の安定供給を確保するため、既存漁港施設の機能保全計画に基づき、計画的に予防保全型の老朽

化対策を行うもの。 

 

日門漁港海岸（日門地区）施工中 
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 Ｒ７実績  

○事業実施：機能強化 ３漁港、機能保全（長寿命化対策）３５漁港 

○交付決定額：２,５４２,０４１千円（国費：Ｒ７現年・Ｒ６明許・Ｒ５事故） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 密漁防止対策  

本県沿岸の漁業秩序の維持を図るため、漁業取締船「うみわし」「うみたか」の２隻の運航により、悪質

・巧妙化する磯根資源の密漁等に対処し、漁業秩序の維持と漁業生産の安定を図るもの。 

 Ｒ７実績  

○漁業取締船２隻による夜間巡視実施回数：１７４回 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ.漁港等の利活用の推進 

４ 海業の取組  

海や漁村にしかない地域資源の価値や魅力を活用し、国内外からの多様なニーズに応えることにより、

地域の賑わいや漁村に暮らす人々の所得と雇用の機会の増大等を図るもの。 

 Ｒ７実績  

○県管理漁港施設の利用実態及び要望調査の実施 

○水産庁及び先進県からの情報収集（海業推進全国協議会、海業推進全国サミット出席） 

○「海業」普及啓発の支援及び勉強会の実施 

 

機能保全事業 気仙沼漁港（小々汐防波堤） 機能強化事業 泊（歌津）漁港（泊防波堤） 

漁業取締船「うみたか」 漁業取締船「うみわし」 
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基本方向３ 将来にわたって持続する活力ある漁業地域とそれを支える人づくり 

施策９ 自然環境や地域資源を活かした漁村地域の活性化 

取
組
の
方
向
と
目
指
す
姿 

Ⅰ.市町村や民間団体と連携した地域の活性化 

水産業関係者を中心に目指すべき漁村地域の将来像が具体化され、それに向けて、食・文化・観光関係者な

ど、多様な主体とも連携して地域活性化の取組が実践されている。 

Ⅱ.食育・魚食普及の推進 

漁村地域から地元水産物の魅力が積極的に情報発信され、県内での認知度と消費量が増大することで県外

の関心も高まり、関係人口が増大するなどの波及効果が生まれている。 

Ⅲ.新たな漁業・養殖業や６次産業化へ挑戦できる環境整備 

海洋環境や社会環境が変化する中で、新たな漁業・養殖業や６次産業化等に挑戦しやすい環境が生まれてい

る。また、より多くの水産関係者が浜プランや広域浜プランに参加・実践し、漁業者の所得向上や担い手の確

保・育成、地域の課題解決が効果的に図られている。 

【関連する重点プロジェクト３】 

主

な

取

組

内

容 

Ⅰ.市町村や民間団体と連携した地域の活性化 

１ 漁業担い手確保連携会議の開催  

漁業の担い手確保・育成のため、県や市町、水産団体で構成する「漁業担い手確保連携会議」を開催し、

県全体で連携して、宮城県への新規就業者呼び込み強化、地域を牽引する経営体の育成など、漁業担い手支

援に取り組んでいくもの。 

 Ｒ７実績  

○漁業担い手確保連携会議の開催：２回 

 

２ ブルーカーボンモニターツアーの実施  

企業の担当者等を対象に、一般的に知られていない藻場造成の現場に来てもらうことで、藻場造成が生

物多様性やブルーカーボンに寄与していることを知ってもらい、藻場造成団体への資金面での支援や、今

年度認証取得を予定している「ＪブルークレジットⓇ」の購入の促進に繋げることを目的として、「ブルー

カーボンモニターツアー」を開催するもの。 

 Ｒ７実績  

○実施回数：２回（石巻市網地島：企業担当者７人参加、石巻市荻浜・佐須浜：企業担当者１１人参加） 

・石巻市網地島及び石巻市荻浜・佐須浜において、ブルーカーボンや藻場造成活動について学んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ.食育・魚食普及の推進 

３ 魚食普及の取組  

全国的に減少傾向にある水産物消費量を伸ばすため、本県の水産物に対する理解や、水産物を使用した

料理に慣れ親しむ機会を創出し、消費拡大を目的とした魚食普及活動を行うもの。 

参加者との写真撮影 藻場造成活動に関する講義 海でのフィールドワーク 
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 Ｒ７実績  

○みやぎ出前講座による魚食普及活動 

・県内の団体等からの要請に応じて、水産庁認定「お魚かたりべ」である県の職員が講師となり、栗

原市や美里町などに出向き、料理教室や本県水産業に係る講義などの魚食普及活動を実施した。 

  （みやぎのお魚勉強会：４回） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

○耳石ハンターの認定 

一つ星（２０種類） ２8 人 

二つ星（５０種類） １3 人 

三つ星（１００種類） 7 人 

・魚の耳
じ

石
せき

（※）の取り方を楽しく学び、収集することを通じて「尾頭付

きの魚」を探して食べるきっかけをつくり、魚食や水産物への興味を

持つ「さかなファン」を育成するため、耳石の収集数に応じた認定を

行った。 

  （Ｒ７認定数：９人（三つ星 ４人、二つ星 ２人、一つ星 ３人）） 

※耳石について 

魚の頭蓋骨内（人間の内耳に当たる部分）にある炭酸カルシウムで出来た石状の組織で、体のバランスを保つ働きをしてい 

る。また、１日に１本ずつ線状の層を形成するため、年齢査定等の魚類研究にも活用される。形や大きさ、色は魚の種類によっ

て異なり、「魚の宝石」とも呼ばれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ.新たな漁業・養殖業や６次産業化へ挑戦できる環境整備 

４ ６次産業化等の支援  

漁業者や水産加工業者の経営改善、事業の高度化・多角化に向けた新商品や新サービスの開発など、６次

産業化等の地域資源活用による高付加価値化への取組を支援するもの。 

 Ｒ７実績  

○マーケットイン型の「売れる」商品開発支援 

 ・「売る」ことに焦点を当てたマーケットイン型の商品開発手法について、県内農林漁業者の習得を

図るため、販売先となるバイヤー主導により商品開発から販売までを実施し、その一連の流れを県

内農林漁業者へ共有したもの。 

 ・開発商品：セリ香る旨み出汁の牡蠣ごはん（冷凍食品） 

講義の様子 調理実習の様子 

耳石ハンター養成講座 

令和７年度末時点での認定者数 

耳石に関する講義 
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・事業実績：受託者が販売する冷凍宅食サービス（Ｖｉｖｉｄ Ｔａｂｌｅ）のラインナップの１つ

として開発｡県内産の牡蠣を含め、食材は県内産を使用。 

セミナーでの紹介やＹｏｕｔｕｂｅ配信により、農林漁業者への共有を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 浜の活力再生プラン（浜プラン）、浜の活力再生広域プラン（広域浜プラン）の作成  

地域・広域水産業再生委員会が主体となり、浜プランや広域浜プランを作成し、参画する漁業者が、関連

事業を活用した各取組により、所得向上や担い手の確保・育成、地域の課題解決を図るもの。 

 Ｒ７実績  

○浜の活力再生・成長促進交付金等を活用し、以下の取組を実施 

①養殖業の漁場環境調査（事業実施主体：宮城県漁協） 

・適切な養殖密度の管理と持続可能な養殖生産の確保に向けて、養殖業における漁場環境（水質並び

底質）の実態を把握するため、漁協が管轄する漁業権漁場の環境調査を実施 

②岸壁等の軽労化施設（事業実施主体：石巻市） 

・北上漁港ほか７漁港に、ゴム製梯子を増設し、設置間隔を狭くすることで、漁撈作業の安全確保を

図るもの。  

○県内の「浜プラン」（８件）及び「広域浜プラン」（３件）のうち、令和７年度に計画期間の終期を迎

えた２つの広域浜プランについて、次期プランの策定を支援した。 

 

６ 第４０回全国豊かな海づくり大会～食材王国みやぎ大会～を契機とした自然環境保全への取組  

令和３年度に本県で開催された「第４０回全国豊かな海づくり大会～食材王国みやぎ大会～」等を契機

に醸成された、自然環境・生態系保全の意識を次世代に継承するため、民間団体や教育現場等と連携し、 

植樹活動等を通じた普及啓発を実施するもの。 

 Ｒ７実績  

○「未来へつなぐ豊かな海づくりＰＲＯＪＥＣＴ」 

・昨年度本県で開催された「第４８回全国育樹祭」関連イベントや、海外防災林の植樹活動などの地

域イベントへの参加を通じ、海と森の大切さを伝える普及啓発に取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

商品パッケージデザイン 商品を盛り付けたもの 

地域イベント等を通じた普及啓発活動 小学生や漁業者による自然環境保全活動 
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基本方向３ 将来にわたって持続する活力ある漁業地域とそれを支える人づくり 

施策１０ 
新規就業者・担い手の確保・育成、地域をけん引するリーダーの育成、地域における

女性の活躍 

取
組
の
方
向 

Ⅰ.就業者確保・人材育成 

水産業への就業希望者が社会保険の充実や労働環境の改善のもと、より安心して水産業に参入し、漁協や

市町村など地域のサポートを受けながらやりがいを持って働くことで、地域への定着率が高まっている。 

また、地域をけん引するリーダーのもと次世代リーダーが育成される循環が確立し、リーダーを中心に個

人レベルでは難しい取組が地域全体で推進されるなど、地域の活力が高まっているほか、女性の担い手が、

陸上作業や加工作業のみならず、漁業経営においても生き生きと活躍し、地域を支えている。 

Ⅱ.水産業関係者を支える水産業協同組合の経営基盤強化 

水産業協同組合の経営基盤が安定することで、組合員である漁業者や水産加工業者の活動が力強く支えら

れている。 

【関連する重点プロジェクト３・５】 

主

な

取

組

内

容 

Ⅰ.就業者確保・人材育成 

１ 「みやぎ漁師カレッジ」の取組  

本県の沿岸漁業者数は高齢化と担い手不足により年々減少している。このため、みやぎ漁師カレッジ長

期研修や短期研修等を開催し、本県水産業の持続的な発展に向けて、新規漁業就業者の確保・育成を図る

もの。 

 Ｒ７実績  

○宮城県漁業就業者確保育成センターの設置（沿岸漁業就業に係るワンストップ相談窓口） 

 ・相談件数：８４件（うち就業希望者７３件、受入漁業者１１件） 

○みやぎ漁師カレッジ短期研修（２日間）の実施 

 ・開催回数：２回 

※３回目は「北海道・三陸沖後発地震注意報」発令により中止 

・受講人数：１７人（うち県内１４人、県外３人） 

○みやぎ漁師カレッジ長期研修（８か月）の実施 

 ・開催回数：１回 

・受講人数：１４人（うち３人は就業済み） 

     研修後、１１人が漁業に新規就業 

○みやぎ漁師カレッジ修了生をモデルとした広告コンテンツの作成・掲載 

 ・宮城県漁業就業者確保育成センターのホームページをリニューアル 

 ・みやぎ漁師カレッジ修了生をモデルにしたＰＲ動画の作成、広告配信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
みやぎ漁師カレッジＰＲポスター みやぎ漁師カレッジＰＲ動画 

長期研修閉講式 
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２ 宮城県漁業士会の活動  

漁業士制度は、次代を担う漁業後継者の育成を目的として昭和６１年度に国が制度化したものであり、

宮城県漁業士会では、認定された漁業士を会員（１１９人※令和８年３月末現在）とし、北・中・南部の

３支部に分かれ、研修会や先進地視察を通して会員自身の知識や技術を高めるほか、漁業後継者の育成や

魚食普及活動等に取り組んでおり、県がその活動を支援するもの。 

 Ｒ７実績  

○新規漁業士の認定 

 ・指導漁業士：４人、青年漁業士：３人 

○東北・北海道ブロック研修会への参加 

○宮城県農業士会とのコラボイベント「海と大地の語り 

場」の開催 

 ・漁業士１０人、農業士１０人が参加 

 ・互いの食材を使用したオリジナルメニューを食べな 

がら意見交換 

○県外会議、交流会への参加 

○宮城県漁業士会報「海人」第２５号の発行 

○オリジナルロゴマークの活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 漁協青年部・女性部活動の支援  

漁業地域の担い手を育成するため、水産業普及指導員が中心となり、各地域の漁業協同組合青年部や女

性部等の活動を支援するもの。 

 Ｒ７実績  

○青年部活動への支援 

 ・役員会、総会へ出席 

 ・水産青年フォーラムへの助言者派遣 

○女性部活動への支援 

・役員会、総会への出席 

・「みやぎの海の子」作文の後援、表彰 

・農山漁村パートナーシップ宮城大会への参加支援 

・東日本女性漁業士交流会での情報提供 

 

ロゴマーク 

水産青年フォーラムへの助言者派遣 

「海と大地の語り場」の様子 提供されたコラボメニュー 

漁業士退任・認定式典の記念写真 
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Ⅱ.水産業関係者を支える水産業協同組合の経営基盤強化 

４ 水産業協同組合の経営基盤強化  

水産業協同組合の組織及び経営基盤の強化に向けて、中

小企業診断士による経営診断等、各種支援を行うもの。 

 Ｒ７実績  

○対象者：１組合 

 

 

 

 

 

 

中小企業診断士による経営診断報告会 

「みやぎの海の子」作文表彰式 農山漁村パートナーシップ宮城大会 女性漁業士交流会でアイゴ活用の 

取組について情報提供 



（基本方向３・施策１１ 持続可能な強い経営体への移行と経営の高度化） 
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基本方向３ 将来にわたって持続する活力ある漁業地域とそれを支える人づくり 

施策１１ 持続可能な強い経営体への移行と経営の高度化 

取
組
の
方
向
と
目
指
す
姿 

Ⅰ.経営基盤の安定・高度化 

経営規模や地域の生産形態に即した法人化・グループ化等により、外部環境の変化に強い経営形態への移

行が進み、漁業種類の多角化、ＩＣＴ等の先端技術の導入等を通して、収益力が高く効率的な経営が行われ、

競争力を高めている。 

また、漁業者と流通・加工業者の連携による、原料生産から加工・販売まで一貫した事業形態の構築など、

異業種連携により持続性が高い経営を目指す取組が広がっている。 

Ⅱ.自然災害や海難事故等への備え 

災害に強い施設の導入が進み、災害による損失が軽減されているほか、共済制度等への加入が進み、自然

災害に対して持続可能な経営が可能となっている。 

また、安全操業に対する意識が向上するとともに、海難防止に必要な機器の導入が進み、事故の発生が未

然に防止されている。 

【関連する重点プロジェクト３】 

主

な

取

組

内

容 

Ⅰ.経営基盤の安定・高度化 

１ 漁業者に対する金融支援  

漁業者等が各制度資金を活用するに当たり県が利子補給等を行うことで、資金の円滑な融通を図るとと

もに、経営の高度化や、各種災害等により被害を受けた漁業者の経営維持を支援するもの。 

 Ｒ７実績  

○漁業近代化資金による漁業者等への支援（主な資金使途：漁船・漁具等、設備資金） 

・認定件数：５７件 

 ・融資金額：９４２,８００千円（融資機関：漁協、東日本信漁連、農林中央金庫） 

・令和７年度利子補給額：５４,８３１千円 

【融資実績】                                                                     （単位：千円）   

Ｈ２２年度 Ｒ4 年度 Ｒ5 年度 Ｒ6 年度 Ｒ7 年度 

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 

26 307,900 49 ４２５,５００ 40 ５９０,４００ 36 ４４９,９００ 57 ９４２,８００ 

※金額は、県が利子補給（借入金利負担軽減）することを承認した金額で記載しています。  

 

○漁業経営サポート資金による漁業者への支援 

（資金使途：指定災害等により影響を受けた漁業経営の維持・安定に必要な運転資金） 

（融資機関：漁協、東日本信漁連） 

・令和７年度利子補給額：７９０千円 

【融資実績】                                                                     （単位：千円） 

指定災害 
Ｒ５年度 Ｒ６年度 

件数 金 額 件数 金 額 

処理水の海洋放出による漁業経営への影響 22 89,650 － － 

令和５年の海水温の記録的高温による県内養殖水産物のへい死等被害 13 42,500 － － 

令和６年１月から３月にかけての暴風・波浪に係る被害 － － １ 5,000 

 ※金額は、県が利子補給（借入金利負担軽減）することを承認した金額で記載しています。   



（基本方向３・施策１１ 持続可能な強い経営体への移行と経営の高度化） 
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Ⅱ.自然災害や海難事故等への備え 

２ 海難防止に向けた取組  

近年、気象変動に伴う災害の激甚化により、漁船の海難事故が増加傾向にあることから、未然防止に向

けた取組を行うもの。 

 Ｒ７実績  

○宮城海上保安部、宮城県水産林政部、宮城県漁船海難防止協議会、日本漁船保険組合宮城県支所の４

機関で締結した「漁船海難等防止活動の連携に関する協定」に基づき、漁業者に対する事故防止の呼

びかけや高校生向けの非常投浮作成・投てき体験などの普及啓発活動を実施。 

○実施した普及啓発活動：３件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 漁業共済加入の推進  

漁業経営の安定を図るため、漁業共済及び積立ぷらすへの加入を積極的に推進するとともに、宮城県資

源管理・漁場改善推進協議会において、積立ぷらすの条件となる資源管理計画、資源管理協定及び漁場改

善計画に基づく漁業者の資源管理の取組や、養殖漁場利用の履行状況について確認を行うもの。 

 Ｒ７実績  

○加入推進パンフレット（宮城県漁業共済組合と共同作成）や、全国漁業共済組合連合会が作成したＰ

Ｒ動画等を活用した普及啓発 

○宮城県資源管理・漁場改善推進協議会定例会の開催（８回） 

共済事業の種類 加入率 

漁獲（採貝、漁船等） 68.4％ 

養殖（ぎんざけ） 100.0％ 

特定養殖（のり、かき等） 80.3％ 

漁業施設（漁具、養殖） ※１  

休漁補償（漁船破損等） 49.5％ 

合 計 74.6％ 

特定養殖の種類 加入率 

かき 78.3％ 

ほたて 96.5％ 

のり 100.0％ 

わかめ 54.1％ 

ほや ※２  

特定養殖計 80.3％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 平成３１年度からマーケットの更新を行っていない（漁済連への報告対象外）ため、加入率を算定していない。 

※２ 平成３１年度から取扱いを休止中のため、加入率を算定していない。 

 

協定の締結式 啓発活動 

共済加入率 共済加入率 



（基本方向３ 取組事例） 
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 魚食普及の取組（仙台管内）  【施策９関連】 

 こども食堂が実施する宅配やフードパントリー等の食糧支援に対して、宮城県漁業士会南部支部と連携し、地元

産水産物を提供する社会貢献活動を行った。 

漁業士会南部支部では「せんだいこども食堂（仙台市）」、「東松島のびる食堂（東松島市）」及び「子育て応援

すまいる（加美町）」に対し、味付け海苔等を提供したほか、ノリ養殖業を営む漁業士がこども食堂を訪問し、ノリ

養殖生産工程の説明や焼き海苔作り体験を通じて水産物の魅力を伝えるとともに、「みやぎ水産の日だより（仙台

管内版）」を配布し、魚食普及活動及び地元水産物のＰＲを行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（仙台地方振興事務所 水産漁港部） 

 

魚食普及の取組（気仙沼管内）  【施策９関連】 

気仙沼リアス調理学校の先生を講師に迎え、北部地区漁協女性部連絡協議会から活用要望のある魚種を用いた料

理教室を開催した。令和 7 年の料理教室は、気仙沼地方振興事務所各部と連携し、農林食材とコラボしたレシピを

作成した。 

調理に供した食材は、水産物がアカエイ、カマス、サワラ、フノリ、農林水産物連携コラボ副食材には椎茸、メ

ンマ、シャインマスカットが供された。これらの食材を用い、リアス調理学校考案のレシピメニューにより料理教

室が行われた。 

宮城県気仙沼合同庁舎の食堂で、料理を注文した方に考案メニューの中から「サワラのけんちん蒸し」が小鉢と

して提供された。提供にあたっては、料理教室で講師を担当した気仙沼リアス調理学校の先生と生徒の皆さんが調

理を担当した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（気仙沼地方振興事務所 水産漁港部、水産技術総合センター 気仙沼水産試験場） 

取組事例① 

料理教室の様子 

漁業士がこども食堂へ提供した味付け海苔 

 
漁業士会南部支部漁業士による 

ノリ養殖の説明と焼き海苔作り体験 

サワラのけんちん蒸し フルーツゼリー 

取組事例② 



（基本方向３ 取組事例） 
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宮城県漁業士会南部支部の活動（仙台管内）  【施策９関連】 

宮城県漁業士会南部支部として宮城県農業士会との交流会を開催し、漁業士・農業士が持ち寄った食材を仙台市

内の飲食店に提供、創作コラボメニューとして期間限定で販売・提供したほか、宮城県ブルーカーボン協議会及び

仙台うみの杜水族館と連携し「ブルーカーボンスクール２０２６」を開催し、漁業士によるノリの生産工程説明や

焼き海苔体験、海苔すき体験を通じて県内産水産物のＰＲを行い、当日は親子連れ約３０人が参加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（仙台地方振興事務所 水産漁港部） 

 

宮城県漁業士会中部支部の活動（東部管内）  【施策１０関連】 

宮城県漁業士会中部支部では、貝毒への理解を深めるため中部支部研修会を開催し、（国研）水産研究教育機構の

奥村裕氏を講師に招いて「貝毒低減等安全性向上に係る技術開発」と題した講演を受けた。基礎知識から最新の研

究に基づく知見まで幅広く学び、安全な水産物の安定供給に向けた取組の重要性を再認識する機会となった。 

また、石巻農業士会と連携し、「浜と耕土のうたげ」と題した交流会を石巻市内の飲食店で開催した。この交流会

は漁業士・農業士が生産した自慢の食材を持ち寄り、複数の地元料理人が合作した豪華なコース料理を一般参加者

とともに囲む形で実施した。１次産業間にとどまらず、消費者や飲食店経営者も交えて広く交流を図ることで、漁

業・農業の魅力を発信するとともに、新たな関係性を構築する有意義な機会となった。 

将来の担い手育成の取り組みとして、万石浦小学校において管内漁業士がノリ養殖業に関する出前授業を行い、

漁師の仕事を児童に伝えることで、漁業への関心を高める機会を提供した。なお、本取組は、宮城県知事より令和

７年度みやぎ食育奨励賞を受賞した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（東部地方振興事務所 水産漁港部） 

 

 

 

取組事例③ 

ワークショップの様子 

 

 

取組事例④ 

万石浦小学校での出前授業の取組 

パネルを用いた養殖生産工程の説明の様子 

 

 

石巻農業士会との交流（浜と耕土のうたげ） 

 



（基本方向３ 取組事例） 
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宮城県漁業士会北部支部の活動（気仙沼管内）  【施策１０関連】 

令和７年１１月２８日、岩手県漁業士会大船渡支部による視察の受け入れを行った。本視察は、近年の海水温上

昇等の海洋環境の変化により、ホタテガイのへい死が続いていることを背景に、本県における養殖技術や生産体制

について学びたいとの要望を受け実施した。南三陸町歌津地区の指導漁業士のほか 2 名の生産者から、歌津地区の

養殖施設の構造や使い方、日常管理の方法、作業工程などについて説明が行われた。 

養殖方法や生産サイクルの違いを中心に活発な意見が交わされ、養殖管理の考え方、管理の頻度などそれぞれの

環境条件に応じた工夫がなされていることが共有された。近年の海洋環境の変化に伴う課題についても意見が交わ

され、へい死対策や安定生産に向けた取組の必要性について双方の認識を深めるとともに、地域の取組を見直す契

機にもなり、今後の養殖業の安定化に向けた貴重な情報交換の場となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（気仙沼地方振興事務所 水産漁港部） 

 

宮城県漁協女性部・青年部の活動支援（仙台管内）  【施策１０関連】 

宮城県漁業協同組合鳴瀬支所青年部では、地先の漁場環境を把握しカキのへい死要因を解明するため、令和７年

６月から９月にカキ養殖漁場における漁場環境調査を実施した。 調査点は調査開始時点で養殖が行われている漁場

と行われていない漁場の各１地点として、それぞれ採泥器を用いて養殖施設下の泥を採取し、泥の温度、色、臭気、

生息している生物の確認及び全硫化物の計測を行ったほか、多項目水質計を用いて水深帯ごとの水温、塩分及び溶

存酸素量の測定を実施した。 

調査の結果、養殖を行っている漁場では、全硫化物が継続して高い値で推移していたほか、底層の溶存酸素量が

他の水深帯に比べ低いなどのデータが得られ、青年部員自ら漁場環境やカキへい死低減策について考えるきっかけ

となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（仙台地方振興事務所 水産漁港部） 

 

取組事例⑤ 

漁場環境調査の様子 全硫化物分析の様子 

取組事例⑥ 

視察受け入れの様子 意見交換の様子 



（基本方向３ 取組事例） 
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宮城県漁協女性部・青年部の活動支援（東部管内）  【施策１０関連】 

宮城県漁協北上町十三浜支所青年研究会では、供給が不安定となる懸念のある他産地の種苗に依存せず、若い世

代が将来にわたりワカメ養殖を継続できる環境を整備するため、地元十三浜産種苗の生産に取り組んだ。 

ワカメ種苗の陸上管理技術は平成２９年からの継続した取組によって安定しているものの、近年の著しい海洋環

境の変化に伴う海水温の上昇や漁場の栄養塩不足により、沖出し後の生産管理が不安定となっていた。８年目とな

る令和７年度は頻繁な海洋環境の測定による最適な沖出し時期の把握や沖出しを複数回に分けることによる芽落ち

リスクの分散を図り、合計２８枚の種枠を会員に配布することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（東部地方振興事務所 水産漁港部） 

 

宮城県漁協女性部・青年部の活動支援（気仙沼管内）  【施策１０関連】 

近年、他地域からの種苗に依存するマガキやワカメ等の養殖種では、新たな疾病の蔓延や環境変化等の影響によ

り種苗の安定確保が難しい状況にある。唐桑支所青年部では、地元環境に適応した安全かつ健全な種苗の確保と新

たな養殖種の確立を目的に、トリガイの天然採苗と中間育成に取り組んだ。 

令和７年６月、唐桑町宿舞根の筏にタライ型の採苗器を設置し、１０月には平均３４ｍｍに成長した稚貝３４個

体を確認した。その後、これらを別容器に移して再び筏に垂下し、中間育成を継続しており、成長や生残状況の観

察を定期的に行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、高水温下でも増殖が期待されるフノリの増殖に向け、令和７年５月中旬に宮城県漁協志津川女性部と連携

し、磯掃除、母藻の採取、胞子液作成・散布活動を支援した。 

この活動は他地区にも波及し、宮城県漁協唐桑支所女性部から指導の要望を受け、活動を支援した。 

 

取組事例⑦ 

採苗器 採苗器に入ったトリガイ 

取組事例⑧ 

採苗に用いるメカブを洗浄している様子 

 

種枠の沖出し作業 



（基本方向３ 取組事例） 
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（水産技術総合センター 気仙沼水産試験場、気仙沼地方振興事務所 水産漁港部） 

 

磯掃除の指導・実践 胞子液の作成指導・散布 

県漁協唐桑支所女性部の磯掃除 



（基本方向３ 目標指標に対する実績） 
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目標指標に対する実績 

 

目標指標 単位 
現状値 

（H３０時点） 
今回の実績値 

目標（達成率） 

中間（Ｒ７） 最終（Ｒ１２） 

漁港施設の長寿命化対策 ％ 0 
43.7 
（Ｒ7） 

100 ※R８目標 
（43.7％） 

沿岸漁船漁業新規就業者数 

人 

13 
10 
（Ｒ7） 

19 
（52.6%） 

養殖漁業新規就業者数 20 
21 
（Ｒ7） 

24 
（87.5％） 

 

１ 漁港施設の長寿命化対策 

◆漁港施設の長寿命化対策については、県内漁港の９６施設（

県管理６６、市町管理３０）を対象に、令和８年度までに保

全工事を実施することを目標としている。 

◆水産基本計画策定以降、県内で発生した防波堤の倒壊に伴う

各施設の詳細点検の結果、対策が必要な施設が増えたこと等

により、令和７年度末において、長寿命化対策が完了した施

設の割合は４３.７％となっている。 

◆漁村・漁港の防災機能強化には、予防保全型の長寿命化対策

を推進していくことが重要であることから、引き続き、工事

の完了に向けて取り組む必要がある。 

 

 

２ 新規就業者数 

◆新規就業者数について、令和７年の実績値は、沿岸漁船漁業

では１０人（中間目標値１９人）、養殖業では２１人（中間

目標値２４人）と、いずれも目標値を下回っている。 

◆労働市場全体として人手不足の傾向にあり、他産業との競合

が生じていることが要因となっている可能性がある。 

◆引き続き、新規就業者確保に向けた取組を行うとともに、ス

マート水産業による省力化等により、生産性向上を図ってい

く必要がある。 
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 基本方向４  

 

海の豊かさを守り支える資源管理と 

漁場・水域環境保全の推進 

  

 

（施策１２） 

生産力の高い漁場の整備や水域環境の保全 

 

（施策１３） 

先端技術等を活用した資源管理の高度化と資源の造成 

 

（施策１４） 

ブルーカーボンによるＣＯ２吸収や海洋プラスチックごみ対策等、洋環境の保全に寄与する取組の推進 

  



（基本方向４・施策１２ 生産力の高い漁場の整備や水域環境の保全） 
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基本方向４ 海の豊かさを守り支える資源管理と漁場・水域環境保全の推進 

施策１２ 生産力の高い漁場の整備や水域環境の保全 

取
組
の
方
向
と
目
指
す
姿 

Ⅰ.海洋環境モニタリングの継続及び情報の活用 

モニタリングにより海洋環境の状況及び変化が正確に捉えられるとともに、調査データが漁場探索など操

業の効率化に活かされているほか、漁況予測精度の向上により漁場・養殖場の適性を中長期的に見通すことが

できている。 

Ⅱ.震災ガレキの撤去等による漁場環境の改善 

震災ガレキの撤去が完了し、安心して操業できる漁場が確保されている。また、干潟等の重要な漁場が管理

され、生産力が保たれている。 

Ⅲ.魅力ある内水面漁場の維持管理 

生産力と魅力ある内水面の漁場環境が整備され、遊漁や自然体験の場として多くの遊漁者や県民が河川や

湖沼を利用しているほか、海への栄養塩供給の役割などの内水面環境が持つ多様な役割が維持されている。 

【関連する重点プロジェクト５】 

主

な

取

組

内

容 

Ⅰ.海洋環境モニタリングの継続及び情報の活用 

１ 水温自動観測ブイによる定点観測、みやぎ水産ＮＡＶＩ  

本県沿岸７地点（気仙沼杉の下、歌津、江島、田代島、佐   

須浜、桂島、鳥の海）に設置した水温自動観測ブイから送信

される水温データについて、「みやぎ水産ＮＡＶＩ」ホーム

ページへ掲載した。 

 Ｒ７実績  

○令和４年１２月から続いた黒潮続流の異常な北偏が解

消され、令和７年５月には平年並みとなったが、７月後

半以降猛暑の影響で１０月末まで高い状態が確認され

た。１１月以降はほぼ平年並みの状態が継続している。 

 

２ 海洋環境の変化による沿岸漁場及び養殖物への影響調査  

仙台湾において、東日本大震災以降の異体類（マコガレイ等）の産卵状況、端脚類（スイムシヨコエビ）

による食害被害の実態を把握し、水産動植物保護区域の設定など効果的な資源管理と漁船漁業の振興に向

けた検討材料とするための調査を行うもの。 

また、松島湾周辺でのカキへい死の実態を把握し、原因究明や軽減対策の検討を行うため、環境調査及び

へい死率の推移等に関する調査を実施するもの。 

 Ｒ７実績  

○仙台湾内のマコガレイ浮遊仔魚調査結果の解析 

・これまでの調査結果を解析した結果、稚魚が着底する前後の水温や浅海域の水温の影響で、稚魚期か

ら未成魚期に減耗が生じている可能性が考えられた。 

○仙台湾内の端脚類（スイムシヨコエビ）に係る調査の実施 

・光を照射することにより被害を抑制できることを再確認するとともに、一定程度の水流があること

で、弱い光でも被害を抑制できる可能性が考えられた。 

○松島湾でのカキへい死対策に係る調査の実施 

 ・カキのへい死は高水温等の要因が関係している可能性が示唆された。 

・へい死対策には従来よりも水温が低い深い水深で養殖を行うことなどが有効である可能性がある。 



（基本方向４・施策１２ 生産力の高い漁場の整備や水域環境の保全） 
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Ⅱ.震災ガレキの撤去等による漁場環境の改善 

３ 漁業活動の支障となっているガレキの撤去  

東日本大震災による津波により漁場へ流出したガレキの影響により、本県水産業の復興が妨げられてい

ることから、漁業者による漁場清掃活動への助成を行い、漁場の早期復旧に向けた取組を実施するもの。 

 Ｒ７実績  

○沖合底びき網漁業による撤去ガレキ総量：３０７㎥ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 東日本大震災により被災した漁場の復旧整備  

東日本大震災による津波や地盤沈下により、内湾域の干潟や澪（みお）が消失し、漁場環境の悪化や漁業

生産への影響が懸念されたことから、漁場の再生と生産力の回復を図るため、平成２５年度より国の「水産

環境整備事業」を活用し、干潟の復旧整備等を実施した。これらの干潟について、アサリの生息調査等によ

り資源状況の把握に努めるとともに、地元漁業者による適切な管理と利活用の促進を図るもの。 

 Ｒ７実績  

○万石浦等の造成干潟にてアサリの生息密度調査や、食害生物の駆除等を実施 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

仙台湾内で採集された 

マコガレイ浮遊仔魚 

ヨコエビ調査で確認された食害の様子 

沖合底びき網漁船が回収したガレキ 

漁獲の様子 干潟に生息しているアサリ 

調査で確認されたへい死したカキ 

拡大 



（基本方向４・施策１２ 生産力の高い漁場の整備や水域環境の保全） 
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Ⅲ.魅力ある内水面漁場の維持管理 

５ カワウによる内水面漁業被害対策  

東日本大震災による海岸林の消失に伴い、生息域が内陸部に移動したと考えられるカワウにより、河川・

湖沼等において水産資源の食害被害が増加傾向にあり、内水面漁業振興上、大きな障害となっている。この

ため、河川等におけるカワウ被害の効果的な防除対策の推進と、カワウ個体数の削減を図るもの。 

 Ｒ７実績  

 ○東北カワウ広域協議会への参加を通じて、国および隣県との広域連携体制を強化 

○宮城県カワウ対策協議会の開催 

・生息状況および胃内容物調査結果の報告 

○広瀬名取川水系での胃内容物解析調査を実施 

・アユの被食状況からカワウによる被害金額を推定 

・推定被害金額：約５,１７０千円（令和７年度） 

※被害金額算定方法 （１日当たりのカワウの飛来数）×（飛来日数）×（１羽あたり１日の捕食量（５００ｇ））× 

（捕食される魚種別重量比）×（魚種別単価） 

○カワウの効果的な駆除方法の検証 

   ・県内２カ所においてドライアイスによる繁殖抑制及びシャープシューティングによる捕獲を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 第５種共同漁業権に係る増殖事業の実施に当たっての確認  

第５種共同漁業権に基づく対象種の増殖事業に対して、計画の策定や実施方法の適正化について確認・

指導を行うもの。 

 Ｒ７実績  

○県内の内水面漁業協同組合を対象に、

増殖事業実施状況に加え、河川環境、

外来生物の生息状況、遊漁実態などに

ついてヒアリングを実施。増殖事業の

現状を把握し、必要な助言を行うとと

もに、次年度の増殖事業計画を策定し

漁協に提示した。 

 

 

 

 

カワウ 

広瀬名取川漁協イワナ放流 

 

鳴瀬吉田川漁協アユ放流 

 

木の上に作られたカワウの巣 



（基本方向４・施策１３ 先端技術等を活用した資源管理の高度化と資源の造成） 
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基本方向４ 海の豊かさを守り支える資源管理と漁場・水域環境保全の推進 

施策１３ 先端技術等を活用した資源管理の高度化と資源の造成 

取
組
の
方
向
と
目
指
す
姿 

Ⅰ.水産資源の動向把握と資源管理の高度化推進 

資源評価に基づく適正な資源管理により資源量が回復し、水揚量が約１０年前の水準（震災前の平成１９年

から平成２２年頃までの水準）まで回復している。 

Ⅱ.先端技術等を活用した効率的な種苗生産及び資源造成等の推進 

サケやアワビなどの沿岸重要魚種について、漁業者等による自立的な種苗生産・放流体制が確立し、安定し

た資源のもと、水揚が行われているほか、アワビ、ナマコ等について、違法漁獲物の流通防止対策により密漁

が防止され、漁業者の経営安定が図られている。 

ホシガレイ種苗の成長促進に有効な緑色ＬＥＤや、加温飼育が可能な閉鎖循環式陸上養殖技術等の先端技

術を活用し、様々な魚種で効率的で増殖効果の高い資源造成が行われている。 

【関連する重点プロジェクト５】 

主

な

取

組

内

容 

Ⅰ.水産資源の動向把握と資源管理の高度化推進 

１ 漁獲情報デジタル化の取組  

漁業法改正により義務化された漁獲報告について、生産現場の事務負担を軽減しつつ資源評価に必要な

データを迅速・正確に収集するため、県内における漁獲情報の電子化と、その収集・提供が可能なシステム

の早期導入を進めるもの。 

 Ｒ７実績  

○宮城県漁獲情報デジタル化推進協議会を運営 

・漁獲報告体制及びシステム運用に当たっての課題について関係機関で認識を統一 

○宮城県総合水産行政情報システムの改修 

・漁獲報告に向けた情報管理を効率化するための機能を追加 

 

２ 太平洋クロマグロの資源回復に向けた取組  

国際条約に基づく「中西部太平洋まぐろ類委員会（ＷＣＰＦＣ）」において合意された漁獲可能量を遵守

するため、我が国では、大臣管理となる沖合漁業については漁業種類ごと、知事管理となる沿岸漁業につい

ては都道府県ごとに漁獲可能量を設定し、配分・管理を行っている。本県においても、配分された漁獲枠を

有効に活用しつつ、確実に遵守する必要があるもの。 

 Ｒ７実績  

○漁獲枠を定置漁業と漁船漁業とに配分し、知事管理漁獲可能量として設定するとともに、各漁業種類

における協定に基づき、漁業者が自主的に実施する漁獲枠の個別配分・管理の取組を支援した。 

名 称 漁獲枠（最終） 漁獲実績 消化率 

大型魚 

（３０ｋｇ以上） 

定置漁業 ６９,０８７ｋｇ ６７,０３４ｋｇ ９７％ 

漁船漁業 １７,１１３ｋｇ １３,６７３ｋｇ ８０％ 

留 保 １,１００ｋｇ ― ― 

計 ８７,３００ｋｇ ８０,７０７ｋｇ ９２％ 

小型魚 

（３０ｋｇ未満） 

定置漁業 ５４,４５９ｋｇ ４８,０３１ｋｇ ８８％ 

漁船漁業 ５,６４１ｋｇ ２,９３１ｋｇ ５２％ 

留 保 ３,４００ｋｇ ― ― 

計 ６３,５００ｋｇ ５１,１１６ｋｇ ８１％ 

 宮城県における令和７管理年度のクロマグロ漁獲枠（最終）、漁獲実績、漁獲枠消化率 
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Ⅱ.先端技術等を活用した効率的な種苗生産及び資源造成等の推進 

３ 栽培漁業の種苗放流支援  

東日本大震災により種苗生産施設が壊滅的な被害を受け、一時的に種苗の生産や放流が不可能な状況に

なったことから、資源の減少による漁獲量の落ち込みなどの影響が懸念されている。このため、漁業者が安

心して事業を継続できるよう、国の「被災海域における種苗放流支援事業」を活用し、放流用種苗を一定量

確保して資源を維持・増大するための支援を行うもの。 

 Ｒ７実績  

○アワビ：資源造成のため、県が生産した種苗９０２千個を漁業者へ無償配布 

○サケ：来遊資源の維持を目的に、各ふ化場の稚魚生産経費を支援 

○ホシガレイ：放流用種苗確保のため、県内外での種苗生産経費を支援 

○ウニ、ナマコ：漁協等による種苗生産経費を支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アワビ種苗の放流状況 

 

ホシガレイ種苗 



（基本方向４・施策１４ ブルーカーボンによるＣＯ２吸収や海洋プラスチックごみ対策等、海洋環境の保全に寄与する取組の推進） 
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基本方向４ 海の豊かさを守り支える資源管理と漁場・水域環境保全の推進 

施策１４ 
ブルーカーボンによるＣＯ２吸収や海洋プラスチックごみ対策等、海洋環境の保全に寄

与する取組の推進 

取
組
の
方
向
と
目
指
す
姿 

Ⅰ.海洋環境の保全に寄与する水産業の多面的機能の発揮 

漁業活動と漁場の適正管理を通じて、水産資源を有効に活用しながら、生態系が保全され、漁場が持つ多面

的な機能が発揮されている。 

ブルーカーボンによるＣＯ２吸収への水産業の貢献が広く認知され、藻場保全や海藻養殖の推進、都市部と

のカーボン・オフセットが行われている。 

Ⅱ.海洋プラスチックごみ問題解決に向けた取組の推進 

海洋プラスチックごみ問題が広く認知され、陸域からの排出が抑制されるとともに、回収・処理システムが

機能している。 

Ⅲ.再生可能エネルギー等の利用促進 

魚市場や水産加工場に太陽光発電や蓄電池が整備され、通常操業時の省コスト化と同時に、災害・非常時の

機能維持が図られている。 

【関連する重点プロジェクト４・５】 

主

な

取

組

内

容 

Ⅰ.海洋環境の保全に寄与する水産業の多面的機能の発揮 

１ 宮城県藻場ビジョンの推進  

効率的な藻場の保全・創造を推進するための行動計画として、令和２年８月に策定した「宮城県藻場ビジ

ョン」に基づき、藻場面積を令和元年度の約９００ｈａから平成２７年度と同水準の約１,８００ｈａまで

回復させることを目標とし、藻類着定基質（ブロック等）の投入による藻場造成のハード整備と、磯焼けの

原因の一つであるウニ類の除去などのソフト対策を併せて実施するもの。 

 Ｒ７実績  

○ハード整備（藻場造成工事） 

・雄勝町東部地区、女川地区：藻場造成工事が完了。 

・七ヶ浜地区：藻場造成工事に向けた増殖適地選定のための環境調査や測量設計を実施 

・表浜地区：令和４年度に整備した藻類着定基質の効果調査を実施 

○ソフト対策 

・漁業者等が実施する藻場保全活動（ウニ除去、母藻設置、モニタリング調査等）に対する支援（１０

組織） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 藻類着定基質の設置工事 過年度に設置した藻類着定基質における海藻の生育状況調査 



（基本方向４・施策１４ ブルーカーボンによるＣＯ２吸収や海洋プラスチックごみ対策等、海洋環境の保全に寄与する取組の推進） 
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２ 磯焼け対策総合推進事業（アワビプレート）  

磯焼け問題の解決とともに、磯根資源を重要な収入源としている漁業者の「漁業収入」の向上を図ること

を目的として、漁業者が自らメンテナンス可能である小型基質の設置による小規模なアワビ増殖場の整備

など「稼げる磯焼け対策」の取組を支援するもの。 

 Ｒ７実績  

○小型基質のモニタリングの実施 

・令和５年度、６年度に宮戸地区、令和６年度に宮戸西部地区に設置した小型基質のモニタリングを 

実施し、設置効果について考察を行った。 

○リーフレットの作成 

・漁業者自ら小型基質が設置できるよう、設置効果や事例等を取りまとめたリーフレットを作成し、

関係者へ配布した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ.海洋プラスチックごみ問題解決に向けた取組の推進 

３ 海岸漂着物等地域対策推進事業  

市町が事業主体となって計画的に実施する海岸漂着ごみの回収・処理（ボランティアや漁業関係者等と

連携・協働した活動への支援も含む）や、発生抑制に向けた普及啓発の取組に対して補助するもの。 

 Ｒ７実績  

○対象市町：気仙沼市、南三陸町、女川町、石巻市、塩竈市、七ヶ浜町、仙台市、名取市、亘理町 

○回収結果：合計５６１.９２トン 

○経費支援：３８,５９６千円 

 

 

モニタリング状況 作成したリーフレット 



（基本方向４ 取組事例） 
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 漁海況情報提供の推進  【施策１２関連】 

浅海定線及び沿岸定線観測データの収集と宮城県総合水産行政情報システムによる定置水温や水揚統計情報等の

海況・漁況の情報を、「漁海況情報」としてＦＡＸやホームページ等を活用し、関係漁協・機関等へ情報提供した。 

これらの観測データは（国研）水産機構等が実施するカツオやサンマの漁況予測に用いる「東北海区海況予報」の

作成に活用された。 

また、定置水温観測データについてＡＩを用いた解析を行い、長期的な水温の傾向等について、東北ブロック水産

海洋連絡会にて発表し、その内容は「東北ブロック水産海洋連絡会報 第５６号」に掲載された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（水産技術総合センター 環境資源チーム） 

 

 漁場環境モニタリング調査  【施策１２関連】 

漁場環境の変化を迅速に把握し、その変化が水産資源や養殖生産物に及ぼす影響を検討するため、仙台湾や松島

湾において定期的な漁場環境調査を実施している。調査結果は、ホームページ等を通じて漁業者をはじめとする関

係者へ情報提供するとともに、各種試験研究にも活用されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（水産技術総合センター 環境資源チーム、気仙沼水産試験場） 

 

 

 

 

  

取組事例① 

取組事例② 

東北海区漁海況予報図 

 

漁業調査指導船「みやしお」 

 

ホームページ等での情報提供 

仙台湾漁場環境調査結果の例（２０１７～２０２６年、１～３月、推進０～２０ｍ） 



（基本方向４ 取組事例） 
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広瀬川における天然アユの遡上調査  【施策１２関連】 

広瀬川に遡上する天然アユの状況を把握するため、広瀬川の３地点（調査点 1：名取川合流点付近、調査点２：郡

山堰下付近、調査点３：愛宕堰下付近）において、投網による採捕調査を計４回（５月上・下旬、６月上・下旬）実

施し、ＣＰＵＥ（投網１投あたりの採捕尾数）を算出した。調査の結果、最下流の調査点１のＣＰＵＥは全体的に過

去１２年の中央値と同程度かそれ以下だったものの、調査点２では４回の調査全てで、最上流の調査点３では５月

下旬以降の３回で過去１２年の中央値を上回るという結果となり、総じてアユの遡上量は平年より多いと考えられ

た。これらの情報は県ホームページで公表した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（水産技術総合センター 第一養殖生産チーム） 

 

科学的な根拠に基づく資源評価の実施  【施策１３関連】 

水産資源の管理においては、科学的根拠に基づく資源評価により資源量や漁獲の強さの水準と動向を把握し、適

切な管理措置を図ることが重要である。我が国では、国立研究開発法人水産研究・教育機構を中心に、都道府県水

産試験研究機関および大学等が連携・協力し、市場での漁獲物調査、調査船による海洋観測および生物学的調査、

漁業で得られたデータも活用して１９２魚種の資源評価を実施している。また、本県では、水産技術総合センター

が、水産業における重要魚種５０種の資源動向を独自に取りまとめ、ホームページ上に公表した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（水産技術総合センター 環境資源チーム） 

 

  

取組事例⑤ 

天然アユの遡上調査点 

取組事例③ 

投網による採捕調査 

 

採捕されたアユ 

 

増加しているサメガレイ水揚物 

 

県内におけるサメガレイ水揚量の推移 

 



（基本方向４ 目標指標に対する実績） 
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目標指標に対する実績 

 

目標指標 単位 
現状値 

（H３０時点） 
今回の実績値 

目標（達成率） 

中間（Ｒ７） 最終（Ｒ１２） 

海藻養殖の増産【ワカメ生産量】 

トン 

16,825 
17,481 

（Ｒ6） 
18,412 
（94.9％） 

20,000 
（87.4％） 

海藻養殖の増産【コンブ生産量】 773 （R６データ無し） 
887 
（－％） 

1000 
（－％） 

主要５漁港の水揚量 243,248 
161,761 

（Ｒ7） 
243,248 

（66.5％） 
338,006 

（47.9％） 

主要５漁港の水揚金額 億円 563 
568 
（Ｒ7） 

563 
（100.9％） 

619 
（91.8％） 

 

１ 海藻養殖の増産 

◆養殖ワカメの生産量は、水産基本計画策定以降、増加傾向に

あったが、令和６年１～３月に発生した低気圧被害の影響に

より、令和６年の実績値は、対現状比＋６５６ｔ（生産量  

１７,４８１ｔ）にとどまり、中間目標値の対現状比＋１,５

８８ｔ（生産量１８,４１２ｔ）を下回っている。 

◆また、海洋環境の変化による養殖期間の短期化や栄養塩不足

、植食性魚類の影響などが懸念されることから、高成長・高

温耐性系統種苗の開発や、食害対策の検討・実施等により、

引き続き、生産量の維持・増大を目指す必要がある。 

◆コンブについては、冷水性の海藻であることから、高水温の

影響により生産量が著しく減少しており、今後の増産は見込

めない状況となっている。 

 

 

２ 主要５漁港の水揚量・額 

◆水揚量は、冷水性魚種の不漁等により低調に推移しており令

和７年の実績値は１６１,７６１ｔと、中間目標値２４３,２

４８ｔの６７％となった。 

◆一方、水揚額については、魚価高に支えられ増加傾向にあり、

令和７年の実績値は５６８億円と、前年（６２８億円）を下回

ったものの、中間目標値５６３億円の１０１％となった。 

◆水揚額は増加傾向にあるが、魚価高が今後も継続するかは不

透明であることや、水産加工業者の経営や原料確保の観点か

ら、資源管理の取組や、増加傾向にある暖水性魚種等の利用、

県外漁船の誘致活動等による水揚量の確保が必要である。 
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  ５つの重点プロジェクト   

 
① スマート水産業推進プロジェクト 

 

② 水産物輸出促進プロジェクト 
 

③ 新しい漁村地域創出プロジェクト 
 

④ ブルーカーボン推進プロジェクト 
 

⑤ 試験研究推進プロジェクト 

 

 

 

 



（重点プロジェクト） 
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概 

要 

 目 的  

ＩＣＴやＡＩ等の先端技術やデータを活用する「スマート水産業」は、労働者の減少・高齢化や、海洋

環境の変化による資源量・水揚量への影響等、様々な課題に対して有効な解決手段となることが期待され

ることから、国や先端技術を持つ企業とも連携してスマート化のメリットを整理し、水産現場のニーズに

合った技術の導入・普及を速やかに進める。 

 実施内容  

①県内全域で取り組む水揚データ等の活用推進 

②モデル地区における先端技術の試験導入と有効性の検証、社会実装と普及促進 

主

な

取

組

内

容 

１ 養殖業のスマート化推進 

（１）ノリ育苗漁場への水温塩分自動観測ブイの設置 

ノリの野外採苗及び育苗を行う際の参考となるよう、自動観測ブイによりノリ育苗漁場の水温・塩分

をモニタリングし、専用アプリを通じてリアルタイムで漁業者等へ提供した。 

 

２ アシストスーツの貸出 

漁業協同組合へのスマート機器（アシストスーツ

等）の貸し出しによって、現場での体験機会の創出

を図った。 

○貸出件数：４漁業協同組合（支所） 

 

 

 

 

 

３ スマート水産業の情報収集等 

「Ｊａｐａｎ Ｄｒｏｎｅ２０２５」や「フィッシュネクスト技術展」、一般社団法人マリノフォーラ

ム２１が主催する「漁業・養殖業におけるスマート化の推進」勉強会に参加し、スマート水産業に関す

る情報収集を行った。 

 

４ スマート水産業普及推進事業における伴走者の認定 

水産業普及指導員を中心に、地域におけるスマート化の取組をリードする「伴走者」の認定を受け、生

産者のスマート機械導入を支援する水産庁の「スマート水産業普及推進事業」の活用に向けた支援体制を

構築した。 

○伴走者認定数：３０人 

 

 

重点プロジェクト１ スマート水産業推進プロジェクト 

漁業士を対象としたアシストスーツ体験会 



（重点プロジェクト） 
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概 

要 

 目 的  

本県の水産業を持続可能な産業として成長させていくため、海外市場に受け入れられる水産物・水産加

工品の生産体制と、関連事業者や輸出支援機関と連携して効率的に輸出業務を実施する体制を構築し、拡

大が見込まれる海外市場へ販路を拡大する。 

 実施内容  

①情報の収集・共有と発信（初動支援、海外ニーズの把握） 

②生産体制整備（相手先が求める衛生基準・ニーズへの対応、原材料の確保等） 

③連携体制の強化（多様な連携による競争力の強化、輸出担当者の育成等） 

主

な

取

組

内

容 

１ 海外販路開拓に向けた取組 

（１）ホヤ・カキの海外プロモーション 

ホヤやカキを中心とした県産水産物の海外販路開拓の取組として、タイ及びベトナムにおいて海外

バイヤーや飲食店オーナー等との商談会を実施したほか、シンガポール、タイ、ベトナム、マレーシア

及び台湾において、飲食店や小売店でのフェアを開催した。 

（２）沖縄県を起点とした海外販路開拓に向けた取組 

国際物流拠点化を目指している沖縄県において、日本全国の特産品などの海外販路拡大に資するこ

とを目的に開催される商談会「沖縄大交易会」に宮城県ＰＲブースを設置し、県内水産加工事業者の商

品展示や試食の提供、商談会に参加した県内企業への商談支援等を実施した。 

東南アジアを中心とした来場バイヤーからは、特にホヤ加工品の試食に興味が示されるなど、県産水

産加工品の認知度向上に繋がったほか、実際に商談会に参加した事業者からも成約率が高かった等の

感想があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 生産体制整備 

本県水産物・水産加工品の輸出に向けた体制整備として、ＥＵ及び米国向けＨＡＣＣＰ等衛生基準に対

応した水産加工施設の整備の支援や、ベトナム向け輸出水産加工施設の認定等を行った。 

輸出水産物に係る施設認定の種類 

県内認定施設数 

令和７年度認定 累計（令和７年度末時点） 

ＥＵ-ＨＡＣＣＰ施設認定 ０ ６ 

米国向けＨＡＣＣＰ施設認定 ２ ５５ 

ベトナム向け輸出水産食品施設認定 ２ ８７ 

 

重点プロジェクト２ 水産物輸出促進プロジェクト 

メキシコでの試食商談会の様子 沖縄大交易会の様子 



（重点プロジェクト） 
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概 

要 

 目 的  

東日本大震災以降、コミュニティの維持や漁港施設・漁場の利用度低下が懸念される漁村地域において

従来の考え方にとらわれない漁港施設・漁場の利用や土地の利活用、異業種連携、都市部との交流 、中

核となる次世代リーダーの育成、地域のファンづくり等により将来にわたって持続する活力ある地域を創

出する。また、ＳＤＧｓの推進や環境志向の高まりなど、社会が重視している新しい価値観に基づいた取

組を積極的に推進する。 

 実施内容  

①魅力ある地域づくりの企画・検討 

②地域の中核となる次世代リーダーの育成（地域内外との交流促進・技術の普及等） 

③海面の利用度向上（漁業権内容の見直しによる漁場有効利用の促進等） 

④漁港施設等の利活用促進（新たな機能の付与や近隣地区との機能分担等） 

主

な

取

組

内

容 

１ 課題整理と取組の推進 

（１）各地域（浜）の現状・課題の整理 

令和４年度に整理した各地域の現状・課題を踏まえた「水産業普及指導員活動計画」を作成し、各地

域の課題解決に向け、担い手確保や新規養殖種の養殖試験、６次産業化等の取組を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域の中核となる次世代リーダーの育成 

  漁業技術の普及や後継者育成を目的に活動する「宮

城県漁業士」の育成のため、青年漁業士養成講座を開

催し、県内全域から６名の漁業者が参加した。 

 

 

 

 

（３）漁村活性化推進事業 

県内水産関係団体が実施した魚食普及活動、三倍

体カキ養殖試験、低・未利用魚の活用検討、先進地視

察（アオノリ養殖等）など、水産業の振興に資する各

種取組を支援した。 

・交付事業者：８団体 補助実績：７５６千円 

 

 

 

みやぎ漁師カレッジ研修生・修了生の交流会 

重点プロジェクト３ 新しい漁村地域創出プロジェクト 

トリガイの天然採苗 

青年漁業士養成講座 

宮城県漁業士会によるアオノリ養殖視察 



（重点プロジェクト） 
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概 

要 

 目 的  

漁場の中でも生産力の高い藻場は、温室効果ガスである二酸化炭素（ＣＯ２）を吸収・固定し、地球温

暖化を緩和する働きが期待されている。また、最近ではワカメ・コンブ等の大型藻類養殖もＣＯ２吸収源

として評価されている。このような藻場の造成・保全や海藻養殖の増産の取組を推進し、本県沿岸域の水

産資源の造成と養殖生産の増大を図るとともに、地球温暖化緩和に貢献する水産業への理解を広める。 

 実施内容  

①ブルーカーボンの取組に対する認知度向上 

②宮城県藻場ビジョン（県海域の藻場造成指針）に沿った藻場の造成・維持管理 

③新品目・新系統導入による海藻養殖の増産 

④ブルーカーボンクレジット制度など、他地域、民間企業との連携検討 

主

な

取

組

内

容 

１ 宮城ブルーカーボンプロジェクト 

（１）「宮城県ブルーカーボン協議会」の運営 

漁業関係者、学識経験者及

び行政関係者を構成員とする

「宮城県ブルーカーボン協議

会」を２回開催し、取組の方向

性の検討、進捗管理及び検証

を行った。 

（２）技術開発・試験研究の実施 

ＪブルークレジットⓇ認証

の追加取得に向けて、モデル

地区を設定し、二酸化炭素の

固定・吸収量の算定など、認証の取得に必要な基礎データを収集した。 

（３）モデル地区での実践 

ＣＯ２算定を念頭に置いた藻場造成や海藻養殖を実践し、事業生産性や環境に対する影響評価を行う

ため、モデル地区での藻場造成等の取組を支援した。宮城県漁協石巻地区支所及び網地島支所管内にお

いてホソメコンブ及びアラメを対象に採苗・育成試験を実施した。また、松島湾においては、市民団体

が行うアマモ場の造成試験を支援した。 

（４）普及指導・広報の実施 

漁業関係者や市町職員を対象とした「宮城県ブルーカーボンセミナー」を１回、県民等を対象とした

「宮城県ブルーカーボンシンポジウム」を各 1 回開催した。また、仙台うみの杜水族館と連携し、小中

学生とその家族を対象に、ブルーカーボンを楽しみながら学ぶイベントを開催した。 

藻場造成の取組内容等について、プロジェクトのホームページで情報発信を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点プロジェクト４ ブルーカーボン推進プロジェクト 

ブルーカーボンシンポジウム 水族館との連携イベント 



（重点プロジェクト） 
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２ 「宮城県藻場ビジョン」に沿った藻場の造成・維持管理 

漁業者等で構成する１０組織が実施するウニ除去、母藻の設置等磯焼け対策の取組に対し、水産多面的

機能発揮対策事業により活動支援を行った。 

 

３ 新品目・新系統導入による海藻養殖の増産 

高水温耐性ワカメの作出に向けた選抜育種を行ったほか、アカモク等の養殖技術の開発・普及を実施し

た。 

 

４ ブルーカーボンクレジット制度など、他地域、民間企業との連携検討 

  令和７年３月に取得した養殖ワカメを対象とする二酸化炭素２０.８トン分のＪブルークレジットⓇ認

証のうち、６トン分を企業に売却した。 

民間企業との連携について、松島湾のアマモ場再生活動を行う市民団体と活動支援を希望する企業との

マッチングを行い、藻場造成活動に関するイベントの開催につなげた。 

また石巻市網地島及び石巻市荻浜・佐須浜において、現場に来てブルーカーボンや藻場造成活動につい

て知ってもらうことで、活動団体への支援に繋げることを目的とした「ブルーカーボンモニターツアー」

を開催し、企業の担当者計１８人が参加した。 
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概 

要 

 目 的  

水産業を取り巻く情勢変化への対応とイノベーションの創出に向け、国、大学等の研究機関や民間企業

等がそれぞれの役割を最大限に発揮できるように連携を深めながら試験研究を推進し、水産業の各分野で

技術開発・現場への導入を展開する。 

主

な

取

組

内

容 

１ 試験研究の推進 

令和７年度は、水産関係試験研究計画に基づく２９の個別研究課題（再掲除く）に取り組み、海洋や河

川における環境モニタリング、科学的根拠に基づいた資源調査・資源評価、環境変化に対応する新たな養

殖技術や水産加工技術の開発などを実施した。 

特に、閉鎖循環式陸上養殖研究棟を活用し、ギンザケやイワナの種苗生産の安定化を図るため、飼育

水の塩分による成長比較や、照度調整による成熟コントロール試験を実施したほか、効率的な採卵によ

る種苗の安定確保に向けて、大きく成長させたギンザケ親魚から卵を採取し、ふ化させる試験等を行っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 大学・企業等との連携 

令和７年１月に東日本電信電話株式会社（現・ＮＴＴ東日本株式会社）と締結した「スマート陸上養殖

の普及に関する連携協定」に基づき、閉鎖循環式陸上養殖研究棟において、非接触による魚体測定技術の

開発など、ＩＣＴ等の先進的技術を活用した陸上養殖技術の開発・普及に向けた試験を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点プロジェクト５ 試験研究推進プロジェクト 

水産技術総合センター本所（石巻市） 種苗生産施設（七ヶ浜町） 

水産加工公開実験棟（石巻市） 気仙沼水産試験場（気仙沼市） 

水中カメラでの計測試験の様子 


